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2.2 社会・経済の概況 

2.2.1 社会・経済の推移 

ソビエト連邦の中央統制システムの下でアルメニア国は、他地域で確保される原料やエネ

ルギーから工作機械、織物などを製作し、各共和国へ供給するという、加工産業を中心とし

て開発が進められてきた。しかし、1991 年 12 月のソビエト連邦解体に伴う経済システムの崩

壊、そしてナゴルノ・カラバフ地域をめぐるアゼルバイジャンとの紛争などにより、1990 年

代初期にアルメニア経済は衰退していった。 

しかしながら、アルメニア国政府は、1994 年に国際通貨基金の野心的な経済自由化プログ

ラムを受け入れ、1995 年から 2005 年にかけてプラスの経済成長の実現のみならず、インフレ

を克服して通貨の安定にも成功した。また、多くの中小企業の民営化も推進した。アルメニ

ア国は 2003 年 1 月に WTO に加盟を果たした。 

しかしこのような経済成長を果たしているにも関わらず、失業率は高く推移している。ア

ルメニア国は 1990 年半ばまではエネルギーが不足したが、原子力発電所の開発により電力供

給を増加させ、この問題を解決した。国営の電気事業は 2002 年に民営化され、現在 Armenian 

Electricity Network (AEN)が運営している。 

アルメニア国の貿易不均衡は、国際的な援助、国外のアルメニア人からの送金、および外

国の直接投資によって多少改善されている。ロシアとは、エネルギー分野で密接な関係にあ

る。建築と工業部門への投資はさらに続くことが期待されていている。 

ソ連邦共和国時代のアルメニア国は、連邦の中でも特に積極的に経済活動、工業生産、集

約農業経営などを推進し、社会基盤も整備された先進地域であった。多くの企業は材料を輸

入（80-85%）し生産品を国外市場へ出荷していたが、ソビエト連邦の解体と大地震による被

害の後、1992 には生産量が大幅に縮小した。アルメニア国は食料の多くを輸入に頼っている。 
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アルメニア国の社会・経済の概要は次の通りである。 

表 2-3 アルメニア国社会・経済の概況 
項目 規模等 備考 

1. GDP  （購買 平価） US$ 144.5 億 2005 年推定 
2. GDP （公定レートによる） US$48.7 億 “ 
3. GDP （実際伸び率） 13.9% “ 
4. GDP（一人当たり） US$4,800 “ 
5. GDP セクター別比率   （農業部門） 23.9% “ 
“        （工業部門） 34.3% “ 
“             （サービス部門） 41.8% “ 
6. 労働人口 （総数） 120 万人 “ 
7. 労働人口セクター別比率（農業部門） 45% “ 
      “     （工業部門）  25% “ 
      “     （サービス部門） 30% 2002 年推定 
8. 失業率 31.6% 2004 年推定 
9. 貧困層の人口比率 43% 2003 年推定 
10. インフレーション（年率） 0.6% 2005 年推定 
11. 投資額の GDP 比率 GDP の 21.4% “ 
12. 国家財政 （収入） US$786.1 百万 “ 
   “   （支出） US$930.7 百万（資本支出含む） “ 
13. 主要農産物 果物（特にぶどう）野菜、畜産  
14. 工業生産品 ダイアモンド加工、金属加工機械、  

   “  各種機械類、化学製品、電子機器類、  
   “  衣類、宝石加工、食品加工、ｿﾌﾄ等  
15. 発電量 63.2 億 kWh 2005 年推定 
16.  電力消費量 43.7 億 kWh 2005 年推定 
17.  電力輸出量 650 百万 kWh（ｸﾞﾙｼﾞｱ、ｶﾗﾊﾞｸ等） 2003 年推定 
18.  電力輸入量 463 百万 kWh （ｲﾗﾝ等） “ 
19. 天然ガス消費量 16.85 億 m3. 2005 年推定 
20.  天然ガス輸入量 16.85 億 m3. 2005 年推定 
21. 主要輸出品目 ダイアモンド、鉱業製品、食品等  
22. 主要輸出先 ﾄﾞｲﾂ 15.6%、ｵﾗﾝﾀﾞ 13.7%、ﾍﾞﾙｷﾞｰ 12.8% 2005 年推定 
 ﾛｼｱ 12.2%、ｲｽﾗｴﾙ 11.5%、ｱﾒﾘｶ 11.2% “ 
 ｸﾞﾙｼﾞｱ 4.8% “ 
23. 主要輸入品 天然ｶﾞｽ、石油、ﾀﾊﾞｺ製品、食料品、  
 ﾀﾞｲｱﾓﾝﾄﾞ  
24. 主要輸入先 ﾛｼｱ 13.5%、ﾍﾞﾙｷﾞｰ 8%、ﾄﾞｲﾂ 7.9%、 2005 年推定 
 ｳｸﾗｲﾅ 7%、ﾄｵﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ 6.3%、ｱﾒﾘｶ 6.2%、 “ 

 ｲｽﾗｴﾙ 5.8%、ｲﾗﾝ 5%、ﾙｰﾏﾆｱ 4.2% “ 
25. 外貨保有高 US$754.9 百万 “ 
26. 対外負債 US$18.19 億 2005年 9月 20日
27. 経済援助受取額 US$254 百万 2004 年推定 
28. 交換ﾚｰﾄ（drams/US$） 457.69（2005）、533.45（2004）、578.76  
 （2003）、573.37（2002）、555.08（2001）  

出典）The World Fact book-Armenia （updated in November/ 2006） 
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2.2.2 人口動態 

アルメニア国の人口の推移と予想は下表のとおりである。海外流出も多く人口増加は想定

されず、現在と同程度で推移するか、減少傾向にあると言える。 

表 2-4 アルメニア国総人口の推移と将来予想 
1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 

1,868,852 2,519,745 3,115,289 3,376,783 3,042,556 2,966,802 3,017,370 3,050,556 3,022,733 2,943,441

出典）BUCEN-IDB 

2000 年実際と 2020 年予想の年齢別、性別の人口分布は以下のようになる。 

表 2-5 2000、2020 年の年齢別、性別人口 

年齢 男性 2000 男性 2020 女性 2000 女性 2020 

0-4 108,705 89,767 94,952 84,511 
5-9 150,917 96,746 142,287 87,917 

10-14 166,773 93,255 162,717 82,042 
15-19 151,915 83,908 144,908 71,596 
20-24 125,629 100,665 122,733 89,276 
25-29 112,375 138,281 116,228 133,399 
30-34 101,703 149,742 115,306 151,793 
35-39 111,659 132,176 135,291 134,318 
40-44 104,838 105,778 126,029 112,071 
45-49 67,577 91,287 91,364 104,415 
50-54 34,407 79,336 57,142 102,408 
55-59 32,690 81,698 46,796 118,113 
60-64 65,649 71,474 80,145 107,111 
65-69 48,991 42,580 60,730 74,134 
70-74 38,221 19,814 56,038 42,781 
75-79 13,142 14,637 25,441 29,080 
80+ 8,555 33,826 20,703 67,437 

出典）BUCEN-IDB 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）BUCEN-IDB 

図 2-8 年齢、性別人口（2000 年、2020 年） 
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2.2.3 行政区域の概要 

アルメニア国は、エレバン市を含み 11 の行政区域（Marz）に分けられている。これら行政

区域別の概要は下表の通りである。 

表 2-6 各 Marz の概要 

人口（千人） 
Marz 

面積 
（km2） 市街地 村落部 合計 

人口密度 
（人/ha） 

総計  29,743 2,062,300 1,153,500 3,215,800 108

Yerevan 市 227 1,102,900 - 1,102,900 486

Aragatsotn 2,753 32,900 106,200 139,100 51

Ararat 2,096 80,500 192,900 273,400 130

Armavir 1,241 98,900 179,300 278,200 224

Gegharkunik 5,348 79,800 159,300 239,100 45

Lori 3,789 167,300 11,600 283,900 75

Kotayk 2,089 154,200 120,000 274,200 131

Shirak 2,681 172,000 109,700 281,700 105

Syunik 4,506 103,800 49,200 153,000 34

Vajots dzor 2,308 19,400 36,500 55,900 24

Tavush 2,704 50,600 83,800 134,400 50

出典）Statistical Yearbook of Armenia 2005 

2.3 地域開発・土地利用計画 

2.3.1 地域開発. 

アルメニア国は、全土が 10Marz とエレバン市の 11 行政単位から構成されている。地方コ

ミュニティは合計 867 で、独立した自治体と位置付けられている。これらコミュニティは Marz

行政都市（いわゆる州都）から離れており、最も近いところで 22.5km、最遠では 71.3km に

及んでいる。さらに、コミュニティ居住区域の標高は、Haghtanak、Devetavan の 450m から

Saragyugh、Verin Shorjaの 2,300mに分布しており、半数以上は標高 1,500m以上となっている。

コミュニティ内の主要産業は農業で、牧畜、穀物栽培、園芸などに従事しており、農耕地面

積は 86 万 ha である。標高別のコミュニティ数は以下の通りとなる。 

 1,500m 未満     ；426 コミュニティ 
 1,500m 以上 2,000m 未満；325 コミュニティ 
 2,000m 以上     ；120 コミュニティ 

2.3.2 土地利用 

アルメニア国内の農耕地面積は約 140 万 ha で国土の 47%を占めている。しかし約 60%の農

業用地は、程度の差こそあれ浸食の危険に晒されている。過去 30 年に亘り、14 万 ha に及ぶ

耕作可能地の地すべり、牧草地等 3 万 ha の消滅など多大な影響を受けてきた。国民一人当た
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りの耕作可能地は、1958 年では 0.33ha であったが、現在では 0.13ha にまで減少している。

8,300ha にも及ぶ荒廃した土地は、工業廃棄物などの投棄地として使われ、また、アラット渓

谷の湿地帯と塩害問題も未だに解決されていない。アルメニア国全土の土地利用状況は図 2-9

に示すとおりである。 

 
出典）Environmental Research and Management Centre, American University of Armenia 

図 2-9 土地利用図 

2.4 調査対象地域の検討 

2005 年にアルメニア政府は、10Marz における 565 の地方コミュニティに対する地方給水・衛

生施設の改善計画に係る技術協力を、日本政府に対して要請した。それを受けた日本政府は、

2006 年 7 月に要請背景の確認を目的とした事前調査団を派遣し、下記 4 つの選定基準を下に、

調査対象地域を Marz 単位で絞り込んだ。これは、開発調査実施の妥当性や実施期間、予算上の

観点から実施された。その結果、Aragatsotn Marz（80）、Gegharkunik Marz（73）、Shirak Marz（55）

に絞られ、その地方コミュニティ数は合計 208 となった。Marz の選定順位表を表 2-7 に示す。 

1) コミュニティの人口（人口が多いものから昇順付け） 

2) 貧困率（貧困率が高いものから昇順付け） 
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3) 劣悪な給水施設の割合（割合が高いものから昇順付け） 

4) 一日の給水時間 6 時間以下のコミュニティの割合（割合が高いものから昇順付け） 

表 2-7 調査対象地域の選定順位表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）人口は「Study on Infrastructure Development Projects in the Rural Area of Armenia（2005）」から 2004 年

のデータを引用。 
*1: 要請書から引用。 
*2: 「PRSP」から引用。 
*3, *4: 「Rural Infrastructure in Armenia: Addressing Gaps in Service Delivery（2004）」から引用。 

本事前調査では、1 回目の事前調査で選定された Aragatsotn Marz、Gegharknik Marz、Shirak 

Marz における 208 地方コミュニティから、さらに下記 5）～7）の選定基準をもとに絞り込ん

だ。 

5) 外国や国際援助機関などによる将来計画や実施の動向 

アルメニア国内では、多くの外国や国際援助機関が活動しており、特に世界銀行、KfW、

DFID、USAID は水セクターにおいて、進行中あるいは計画段階のプロジェクトを抱えている。

このような状況から、第 6 章で後述するとおり、特に世界銀行のプロジェクト（Municipal Water 

Supply and Wastewater Project）が現在進行中であり、その対象となっている地方コミュニティ

の一部が、本格調査の対象コミュニティと重複することが判明した。そのため、本格調査か

ら重複するコミュニティを除外することとした。 

なお、過去 2～3 年に DFID の支援によって Gegharknik と Tavoush Marz の既存給水施設の

改修などが行なわれてきたが、1 件当たりの事業費は AMD1 百万～10 百万（30 万～300 万円

相当）とわずかで、何れも給水施設の部分的な補修である。そのため、一連の施設機能が適

切に発揮できるように、DFID による実施済みのコミュニティについては調査の対象に含める

ものとした。 

6) 上下水道会社の給水サービスの有無 

アルメニア国が要請した 565 地方コミュニティは、国家水委員会の調整下になく、上下水

道会社による給水サービスの対象となっていないことが要請の背景にあった。従って、その

条件を踏襲し、本事前調査で判明した AWSC の給水区域のコミュニティについては、調査対

象から除外することとした。 

人口
都市部
人口

地方部
人口

対象コ
ミュニ

ティー数

千人 千人 千人 千人 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位

Yerevan 1,101.9 1,101.9 29.4 10
○ Aragastsotn 138.8 32.9 105.9 80 75.5 4 47.8 3 68 4 28.0 6 17

Ararat 272.7 80.3 192.4 21 31.1 10 36.7 7 52 9 64.0 1 27
Armavir 277.3 98.6 178.7 39 79 3 46.8 5 76 3 50.0 5 16

○ Gegharkunik 238.5 79.7 158.8 73 119.4 1 51.6 2 86 1 18.0 8 12 アゼルバイジャン国境付近治安に問題

Lori 284.5 167.9 116.6 80 80.2 2 33.0 9 67 6 28.0 6 23
Kotayk 273.1 153.8 119.3 26 55.8 6 47.4 4 53 8 56.0 3 21

○ Shirak 282.2 172.7 109.5 55 49.4 7 58.0 1 68 4 60.0 2 14
Siunik 153.1 104.0 49.1 103 38.6 8 34.5 8 31 10 10.0 9 35 アゼルバイジャン国境付近治安に問題

Vayots Dzor 55.8 19.4 36.4 42 34.7 9 38.3 6 80 2 8.0 10 27 アゼルバイジャン国境付近治安に問題

Tavoush 134.4 50.5 83.8 46 65.4 5 26.7 11 60 7 56.0 3 26 アゼルバイジャン国境付近治安に問題

合計 3,212.3 2,061.7 1,150.5 565 629.1 63

調査
対象
候補

州
（Marz） スコア 備考

対象コミュ

ニティ人口
*1 貧困率

*2 劣悪な給水

施設の割合
*3

一日6時間給水
以下のコミュニ

ティの割合
*4
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一方、Shirak 上下水道会社からは、給水区域の情報について明確な回答が得られなかった

ため、Shirak 上下水道会社からサービスを受けるコミュニティについては、本格調査で再確

認しなければならない。その結果、本格調査の対象コミュニティが同社の給水区域に属する

コミュニティが存在する場合には、除外する必要がある。 

7) 治安条件 

アゼルバイジャン国との国境周辺地域は、我が国外務省の危険情報では「渡航の延期をお

勧めする」地域に指定されている。しかし立入禁止区域の範囲が明確ではないため、アルメ

ニア国で国連が通常適用している立入禁止区域帯（国境より 2～3km）を参考にしつつ、本事

前調査では安全側に配慮し、立入禁止区域の幅を暫定的に国境から 10km と設定した。従って、

国境より 10km 以内に位置するコミュニティについては、調査対象から除外することとした。 

以上の結果、S/W 署名時では 147 の地方コミュニティを調査対象とすることで合意した。

しかし、その後前項 6)に関する追加調査を進めた結果、AWSC の事業対象となっている地方

コミュニティの存在が明らかになり、最終的な調査対象コミュニティ数は 141 となった（表

2-8 および付属資料-5 参照）。 

一方、対象数が減少することとなったため、先方は Tavush 州で上記 5）～7）の選定基準に

沿う地方コミュニティの追加を要望したが、事前調査団は帰国後関係者と検討すると回答す

るに留めた。 

表 2-8 調査対象コミュニティ 

2006 年 11 月事前調査終了時 
Marz 

2006 年 7 月事前

調査終了時 
S/W 署名時

 
治安上の理由で

対象から除外 
その他理由※で

対象から除外 

Aragatsotn 80 65 61 ( 0 ) ( 19 ) 

Gegharkuniq 73 47 45 ( 23 ) ( 5 ) 

Shirak 55 35 35 ( 0 ) ( 20 ) 

合計 208 147 141 ( 23 ) ( 44 ) 

※その他理由： 他ドナーによる支援、あるいは、上下水道公社の給水システムへの接続が実施中または計画を有する 
作成）事前調査団 
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第3章 上下水道セクターの概要 

3.1 組織と制度 

上下水道事業に係る法制度は、2002 年に制定された水法「Water Code」に基づいている。これに

よると、首相が議長を務める国家水審議会（National Water Council）が水セクターを統括する最高諮

問機関であり、国家水政策（National Water Policy）や国家水プログラム（National Water Program）を

策定している。また水法では、水セクターは上下水道事業管理、水資源管理・保全、水域管理に大

別されている。上下水道事業管理については、本プロジェクトのカウンターパート機関である国家

水委員会が責任機関となっており、それ以外の水資源管理・保護および水域管理については自然保

護省が責任機関である。 

1) 国家水政策（National Water Policy） 

2005 年に策定された国家水政策では、上下水道事業および水資源の利用・保全に係る戦略開発構

想の概念が示されている。具体的には、10-15 年後の水流域戦略開発計画や将来の適切な需要量に

備えるべく水量、水質の予備的評価が記載されている。 

2) 国家水プログラム（National Water Program） 

水法の目的を達成するために、国家水プログラム案（2006 年 11 月時）では水資源、上下水道事業

の管理および保護に関連し、原則として短期、中長期別に以下のような開発目標が示されている。 

• 優先度に基づく水需要予測 

• 各セクターにおける水資源の戦略的配分 

• 水資源モニタリングの改善手段の構築 

• 各関係機関、省庁の取るべき行動計画 

• プログラム実施に係る財務収支計画 

3) 国家水委員会（State Committee of Water System） 

2001 年に設立した国家水委員会は領土行政省配下にあり、国家が所有する上下水道事業の経営と

維持管理に関する責任を負っている。同委員会の権限や行動は国の法令（By ‐Laws of the State 

Committee of Water Economic of the RA など）や省令などの規定に基づいている。国家水委員会は、

具体的には主に下記のような業務を行っている。 

• 5 つの上下水道社および各コミュニティが経営、管理する給水事業に係る監視、調整 

• 国家水プログラムの実施計画の策定 

• 上下水道事業に係る投資計画の策定 

図 3-1 に国家水委員会の組織図を示す。 
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図 3-1 国家水委員会の組織図 

3.2 上位計画・関連計画 

アルメニア国は 2003 年に貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）を採択し、

その行動計画に着手した。PRSP は「教育」、「保健」、「飲料水へのアクセス」を貧困削減計画の重要

なセクターとしており、本プロジェクトの上位計画として位置付けられている。その中で、「飲料水

へのアクセス」については、2015 年までに 24 時間給水の実施の他、都市部で 98%、地方部で 70%

の住民に対し、給水サービスを提供することが達成目標となっている（表 3-1 参照）。また、表 3-2

は、それを達成するための灌漑用を含む水セクターに係る投資計画を示す。これまでにも、リハビ

リを中心に投資が行なわれてきたが、全体を通して上水道施設からの損失水量が 65%と依然として

高い。このようなことから、PRSP は主に次の 3 つの改善策を重点的に実施する必要があるとしてい

る。 

• 安全な飲料水へのアクセス増大およびサービスの質の向上 

• 貧困層により裨益するよう、上下水道会社に対する補助の改善 

• 上下水道会社の経営改善 
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表 3-1 飲料水へのアクセスの達成目標 
 2001 2003 2006 2009 2012 2015
ACCESS TO DRINKING WATER       
Accessibility of drinking water network, (%)       

For urban population  87 90 93 95 98 98
For rural population  45 47 49 51 70 70

Average duration of water supply, (hours)       
In cities  8 10 12 14 24 24
In villages  14 16 18 20 24 24

出典）PRSP 

表 3-2 水セクターに係る投資計画 

単位: ADM10 億 

 2004 2005 2006 2009 2012 2015 Total
Current expenditures (Subsidies) 4.4 4.0 2.6 0.0 0.0 0.0 11.8

of which: Irrigation 3.6 3.4 2.6 0.0 0.0 0.0 10.5
Drinking water 0.8 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3

Investments※ 17.2 22.8 28.7 37.3 47.2 59.6 468.6
of which: Irrigation 10.2 12.3 15.3 19.9 25.1 31.8 251.1
Drinking water 7.0 10.5 13.4 17.4 22 27.8 217.5

Total 21.6 26.8 31.3 37.3 47.2 59.6 480.4
Investments/GDP, % 1.1 1.3 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5

of which: Irrigation 0.6 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
Drinking water 0.4 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

※ 実施中のプロジェクトも含む 
※ AMD1.0≒￥0.32（2006 年 12 月） 

出典）PRSP 

3.3 国家水委員会の給水事業に係る財務状況 

表 3-3 に国家水委員会の 2004 年から 2006 年までの予算と支出を示す。予算は、自国予算および

ドナー資金（世銀、KfW などのローンや無償資金）から構成されている。ドナー資金の予算は全体

予算の 5 割を超えて占めており、ドナー資金への依存度が非常に高い。 

表 3-3 国家水委員会の予算と支出 
単位: 千 AMD 

 2004 2005 2006 
予算 25,269,443 18,841,120 11,845,128 

ドナー資金の割合（%） 54.0 63.5 75.7 
支出 19,912,726 18,573,066 - 
残高 5,356,717 268,054 - 

出典）国家水委員会 

 

3.4 上下水道セクターの開発政策と課題 

国家水プログラムでも掲げているとおり、地方コミュニティにおける上水道事業の改善に必要な

具体的な方策は以下のとおりである。これらは現在の上下水道事業の実情から判断し、緊急かつ妥

当な方策だと考えられる。 

• 水道メータの設置･管理 
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• 管路の布設替え 

• 塩素注入設備の設置 

• 現実的な料金体系 

• 資機材価値の低落延長を配慮した新技術の導入 

このような状況の下、コミュニティ財務職員協会（Community Finance Officer’s Association）が 4.2

で後述するとおり、870 の地方コミュニティの実態調査を実施した。その報告（Research on Rural 

Substructure-2003-）では、上下水道施設を改善するために必要な投資規模で分類したコミュニティの

給水施設の割合が Marz 別に示されている（図 3-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）Research on Rural Substructure 2003 

図 3-2 上下水道事業改善に必要な投資額 

これは、10Marz の中で最も施設の状況が良い Aragatsotn Marz でもわずか約 7%に留まり、8Marz

については、50%以上の施設に対し大規模な投資が必要であることを示している。しかしながら、

アルメニア政府は上下水道セクターの改修整備だけでなく、他のセクターについても投資計画の大

半をドナー資金に依存しており、将来的な同資金の確保が不透明であることから、その投資につな

がるための自国予算の確保が課題となっている。 

また、上下水道施設の改修やその能力の増強に対する投資だけでなく、差し迫った問題点となっ

ている上下水道事業に関わる制度や運営・維持管理能力の再構築や改善、さらに公平な給水サービ

スにもっと注意を払うべきである。 
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第4章 上水道セクターの現状と課題 

4.1 上水道事業の現状 

4.1.1 給水事情 

アルメニア国の全コミュニティを通して、一日あたり平均 14 時間の給水が行われており、地方

コミュニティのわずか 44%が 24 時間の給水サービスを受けている。しかし、給水時間はコミュニ

ティによって大幅に異なっており、1 週間に 3～4 日かつ 1 日に 2 時間程度といった深刻な給水事

情を抱えているコミュニティも存在している。世界銀行が実施した地方インフラ調査注1)によると、

Shirak Marz、Ararat Marz、Tavush Marz の給水制限状況が最も厳しいと指摘されている。 

4.1.2 上水道事業の実施体制 

アルメニア国の上下水道事業は、国家水委員会の調整の下、同政府と契約を交わした 5 つの上

下水道会社により経営・運営維持管理されている形態、および国家水委員会の調整外にあるコミ

ュニティ独自による形態の、二つの経営形態に分類される。上下水道会社の給水区域はエレバン

市をはじめ、地方都市とその周辺区域に限られている。表 4-1 に 5 つの上下水道会社による事業

概要を示す。 

表 4-1 上下水道 5 社の事業概要 

No. 社名 政府 
出資率(%)

コミュニティ
出資率(%) 給水区域 契約 

世帯数 給水人口

① Yervan Water & 
Sewerage Co. 100 0 エレバン市内とその周

辺の 37 コミュニティ 307,010 1,100,000

② Armenia Water & 
Sewerage Co. 100 0 全国の 37 都市および

277 コミュニティ 266,310 750,000

③ Shirak 
Jrmughkojughi Co. 51 49 Shirak 州内の 37 コミュ

ニティ 63,552 145,636

④ Lori Jrmughkojughi 
Co. 51 49 Lori州内の 17コミュニ

ティ 38,712 127,000

⑤ Nor Akunq Co. 51 49 Nor Akunq 州の 12 コミ
ュニティ 15,348 303,332

出典）国家水委員会 

1) 上下水道会社による実施体制 

① エレバン上下水道会社（Yervan Water & Sewerage Co.: YWSC） 

2000 年に YWSC の経営契約がイタリアの民間企業と交わされ、その契約は 2005 年 5 月に終了

した。現在、YWSC はイタリアの民間企業に継ぐ委託先の選定準備に取り掛かっている。 

② アルメニア上下水道会社（Armenia Water & Sewerage Co.: AWSC） 

AWSC はアルメニア国内の総人口の 25%を占める住民に給水サービスを行っている。給水人口

の内訳は、都市部 54%、地方部 46%となっている。上水道システム図を図 4-2 に示す。AWSC

は現在フランスの民間企業（SAUR 社）と 2009 年までの経営契約を交わし、経営、運営維持管

                                                   
注 1)  Rural Infrastructure in Armenia: Addressing Gaps Service Delivery (2004) 
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理を行っている。 

a. AWSC の組織体制 

AWSC は昨今職員を削減し、経営改善を図っており、2004 年に 2,610 名であった職員は、今

年 9 月現在で 1,816 名となっている。AWSC の職員は本部と全国 4 ヶ所の地域事務所に配置

されている。各事務所の職員の配置は、78 名（本部）、488 名（北東事務所）、530 名（北西事

務所）、387 名（中央西部事務所）、333 名（南部事務所）のとおりである。地域事務所はさら

に小さな地区を受け持つ部局から構成されている。図 4-1 に AWSC の組織図を示す。 

 

 

図 4-1 AWSC の組織図 
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Not to Scale 

図 4-2 AWSC の上水道システム図 

 

b. AWSC による上水道施設の管理形態 

AWSC は表 4-2 のとおり全国で 314 の市およびコミュニティの上水道事業を管轄している。

AWSC による上水道施設の管理形態は、下記二種類に分類される。管理形態はコミュニティ

政府の判断により決められている。 

• タイプ A（47 コミュニティ）：水源から配水池までの管理を AWSC が行い、配水池から先

の配水管路網をコミュニティが独自に管理する。 

• タイプ B（230 コミュニティ）：水源から配水管路までの管理を一貫して AWSC が行う。 

表 4-2 AWSC の給水区域 

凡例：赤色ラインが既存管路網 
出典）AWSC 
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Marz 市 コミュニティ 
Aragatsotn 3 47 
Ararat 4 69 
Armavir 1 33 
Gegharkunik 5 17 
Lori 6 27 
Kotayk 5 21 
Shirak 1 37 
Syunik 5 15 
Vayots Dzor 3 3 
Tavush 4 8 

合計 37 277 
出典）AWSC 

c. 料金体系 

タイプ別の AWSC の料金体系は表 4-3 のとおりである。タイプ B がタイプ A の約 2 倍の料金

となっている。AWSC は、上下水道料金を順次改定してきており、現在の上下水道料金は 2004

年に比べ 2～3 倍に値上げされている。しかし、AWSC の情報によると、2005 年の量水器（水

道メーター）の設置率は約 47%と低く、料金徴収率も約 40%に留まっている。量水器が設置

されていない世帯の上下水道料金は、給水管のサイズ、あるいは 50L/人/日と 100L/人/日との

二種に分けた推定使用量をもとに算定されている。 

表 4-3 AWSC の上下水道料金 

単位：AMD/m3 

 

 

 

 

出典）AWSC 

d. 財務状況 

2004 年および 2005 年の AWSC の財務表を表 4-4 に示す。これによると、AWSC は上下水道

料金収入の約 30%に相当する国庫補助金を受けており、上下水道の料金収入のみでは、維持

管理費用の回収ができない状況である。施設の運営維持管理に要する費用については、原則

として水道料金などによる収入で賄えるように、量水器の設置促進、料金徴収の集約化など

鋭意努力しているが、損失水量が年々増加の傾向にあり、AWSC の財政を一層圧迫している。 

タイプ A タイプ B 
期間 

上水道料金 上水道料金 下水道料金 
2004.1～2004.4 30.00 42.00 10.50 
2004.4～2005.5 90.36 90.36 10.05 
2005.5～現在 51.49 115.65 24.35 
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表 4-4 AWSC の財務状況 

単位：千 AMD 

項目 2004 2005 
上水道料金 3,120,326 3,512,599 
下水道料金 220,172 350,113 

小計 3,342,502 3,864,717 
量水器販売収入 1,242 96,172 
国庫補助金（SCWS から） 952,000 1,366,490 
その他収入※ 6,701,123 202,125 

収入 

合計 10,994,863 5,527,499 
人件費 1,283,466 1,287,529 
薬品費 90,102 29,961 
電力・燃料費 1,242,148 1,104,265 
修繕費 195,525 197,513 

維
持
管
理
費 原価償却費 1,443,684 1,567,956 

小計 4,254,925 4,187,224 
その他※ 5,974,114 1,749,586 

営業費用 

計 10,229,039 5,936,810 
支払利息など 27,855 11,135 営業外費 

計 27,855 11,135 

支出 

合計 10,256,894 5,947,945 
収支 737,969 ▲420,446 

※流動資産および固定資産 
出典）AWSC 

e. AWSC の投資計画 

2007 年以降の AWSC の経営する施設に係る上下水道施設の改修を含む整備計画は 20 件（内

2 件は実施中）あり、その総額は 6,357 百万 AMD である。その内、17 件の 3,827 百万 AMD

（全体の 60%）は世銀による出資であり、残り 3 件の 2,530 百万 AMD は USAID による。 

③ 他の上下水道会社（Shirak Jrmughkojughi Co.、Lori Jrmughkojughi Co.、および Nor Akunq Co.） 

3 つの上下水道会社は、KfW の支援を受け設立され、従来の AWSC の給水区域から一部分割し

た給水区域を対象に上下水道事業を行っている。 

2) 各コミュニティによる実施体制 

上下水道会社のサービスに属さないコミュニティ政府が給水施設の所有権を持ち、運営管理を行

っている。 

① 施設の維持管理 

コミュニティが個別に管理する給水施設については、原則コミュニティ（自治体）が運営管理

の責任を持っており、軽微な施設の補修に対応している。それ以外の補修やトラブルについて

は、コミュニティ（自治体）が Marz 政府へ報告し、技術的な助言を求めている。補修費につい

ては住民からの寄付金を募っているケースが多い。Marz 政府は上下水道事業に関して特別な権

限や予算もないが、コミュニティ（自治体）から提起される比較的高額な予算を伴うような問

題については、国家水委員会に取り次いでいる。 

一方、健康保護省は飲料用水質を管理する責任機関であり、上水道事業を実施する機関に対し、
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アルメニア国の約 40 項目の飲料用水質基準に基づく水質分析を義務付けている。コミュニティ

（自治体）は、水源の水質検査を健康保護省傘下の衛生・伝染病検査官 Marz センター（Marz 

Center of Epidemic and Hygienic Inspectorate）に委託している。しかし、本事前調査で訪問した一

部のコミュニティで確認したところによると、大腸菌に関する分析が実施されているだけであ

った。これは、コミュニティ（自治体）の財政事情により分析に係る支出を抑えていることが、

一因と想定される。 

② 料金体系 

湧水から自然流下で水を供給している場合、水道料金を無料としているコミュニティが多い。

これは消毒も行われないため、維持管理費もほとんどかからないことや、量水器がコミュニテ

ィの半数以上の世帯で設置されていないことに起因しているものと考えられる。動力ポンプや

バルブ開閉を行うスタッフが配置されているコミュニティでは、定額の水道料金を徴収してい

るケースが多い。料金はコミュニティ毎で大きな差が有り、本事前調査では AMD100～300／世

帯･月、AMD1,000 超／世帯･月との回答を得た。これは、AMD 9,000～60,000／世帯･月の収入

から判断し、住民へそれほど大きな負担となっているとはいえない。また、一部のコミュニテ

ィでは、一般の飲料用は無料の場合であっても、灌漑用に利用されている水について、灌漑面

積 1ha 当たりの料金（数千～数万 AMD／年間）が農民から徴収されている。また、水道料金を

徴収していないコミュニティにおいても、コミュニティ（自治体）は、自然保護基金として水

の使用量に応じて約 AMD1/m3 を国に収めている。本事前調査では、一部のコミュニティ政府（人

口：約 3,000 人）が年間 AMD70,000 の自然保護基金を国庫に収めていることを確認した。 

4.2 上水道施設の現状 

コミュニティ財務職員協会は、2003 年に世界銀行のサポートを受け、地方コミュニティにおける

セクター別実態調査を実施した。調査の対象は 10Marz における 871 地方コミュニティである。その

調査結果（Research on Rural Substructure）によると、871 地方コミュニティのうち、830（95.3%）コ

ミュニティで給水施設が既存している。表 4-5 に、各 Marz の形態別の水源数と、給水方法別の箇所

数を示す。これより、湧水を利用しているコミュニティは全体の約 56%を占め、湧水は地方コミュ

ニティの主要な水源となっている。また、湧水を利用している状況から、約 80%のコミュニティが

自然流下式で給水している。 

しかしながら、湧水地点はコミュニティ中心部より、数 km～数十 km 離れている山岳地帯に位置

するところも多々あり、実際には水源地の管理が滞っているという傾向が判明した。これは、水源

地近くまで車輌によってアクセス可能な場所が数少ないことも原因と考えられる。このため、水源

から直接水を得る住民は少なく、通常は水源に取水構造物を設置し、そこから鋼管などの管路を通

して配水池に送水し、さらに、塩素消毒なしで配水池から各家庭や公共水栓に配水するシステムが

一般的である。特に地方コミュニティでは、給水システムが灌漑や家畜用にも利用されている。 
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表 4-5 形態別水源数と給水方法の特徴 
水源別 給水方法 

Marz 
対象コ
ミュニ
ティ 地下水 湧水 他からの

受入 自然流下 動力ポンプ 民間の
ポンプ 

Aragatsotn 102 17 75 25 94 23 0
Ararat 88 7 14 72 61 32 0
Armavir 89 54 18 18 40 45 5
Gegharkunik 78 27 49 10 78 7 1
Kotayk 59 8 26 26 35 24 1
Lori 104 5 84 25 96 18 0
Shirak 114 10 35 69 101 13 0
Syunik 102 0 94 8 101 1 0
Tavush 53 9 51 6 52 14 0
Vayots Dzor 41 1 40 0 41 0 0

830 138 486 259 699 177 7
計  15.7% 55.8% 29.4% 79.2% 20.0% 0.8%

出典）Communities Finance Officers Association 

既存施設の多くが 50～60 年前に建設されたもので老朽化が進んでいるが、過去 12 年間における

維持管理の欠如および給水施設の不完全な改修、更新の遅れから、管路施設などから大量の漏水が

発生している。例えば、Shirak 上下水道会社によると、同社が運営する 2005 年の生産水量は約 52.4

百万 m3 であり、その内、約 8.0 百万 m3 のみが住民へ実際に配水されており、残りの約 44.4 百万 m3

が無効水量（無効水率：84.8%）となっている。これは、量水器未設置のため水量が計量できないこ

とも起因しているが、それ以上に老朽化による漏水量の影響は大きいものと考えられる。そのため、

水源での水量が十分でも、コミュニティ全住民の半数以下にしか給水されない状況や、1 週間に 2～

3 日などといった時間給水を余儀なくされる状況下にあるコミュニティは多い。 

表 4-6 は各 Marz の上水道施設の既存状況を示したものである。これによると、Syunik Marz を除

く Marz の各上水道施設の 50%以上が、劣悪な状況であることを示している。 

 

表 4-6 既存上水道施設の状況 
Marz コミュニティ数 上水道施設の状況 

  良好 普通 不良 
Aragatsotn 111 5 26 68 
Ararat 93 1 47 52 
Armavir 94 2 22 76 
Gegharkunik 87 0 14 86 
Kotayk 30 3 43 53 
Lori 105 4 30 67 
Shirak 116 3 29 68 
Syunik 106 0 69 31 
Tavush 58 0 40 60 
Vayots Dzor 41 0 20 80 

計 841 2 35 63 
出典）Rural Infrastructure in Armenia: Addressing Gaps in Service Delivery (世界銀行) 
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4.3 上水道セクターの問題点と課題 

多くの上水道施設は旧ソビエト連邦時代に建設されたもので、表 4-6 に示すようにほとんどの

Marz の上水道施設の半数以上が劣悪な状況である。これを解消するためには、部分的または応急的

な補修だけではなく、上水道施設の一貫した改修整備も重要であり、高額な投資が必要となる。そ

のため、投資予算の確保が課題となっている。 

地方コミュニティの上水道施設は、飲料用だけでなく灌漑用にも利用されているケースが多い。

国家水委員会が指摘しているように、飲料用と灌漑用とのシステムの二分化が望まれる。飲料用水

の確保は優先度が高いとされるが、同一の水源が灌漑用にもすでに利用されているという状況から、

灌漑用水量の確保も同時に重要である。上水道施設の計画立案にあたり、十分な生産能力を持たな

い水源を活用する際、飲料用と灌漑用とのそれぞれに対し水源水量を適切に配分することが課題で

ある。 

AWSC はこれまでに上下水道料金の値上げを実施してきたが、全国的に料金徴収率や量水器の設

置率が 50%を下回っており、その料金だけでは維持管理に要する費用を賄いきれない状況である。

一方、独自の給水施設を所有しているコミュニティにおいては、動力ポンプを不要とする簡易な給

水施設が多く、電力や燃料費がかからないため、上水道料金を無料にしているケースが多い。その

ため、トラブル発生時には、住民の寄付金などで管路施設などの補修費を捻出している。上下水道

会社とコミュニティ（自治体）の何れにおいても、料金体系の改善と量水器設置の普及が喫緊の課

題である。 
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第5章 下水道セクターの現状と課題 

5.1 下水道事業の現状 

5.1.1 アルメニアの下水道整備状況 

アルメニアの地方コミュニティでは、集中方式の下水道施設が整備されているのは約 11％に過

ぎず、しかも終末処理施設は設置されていない。表 5-1 に示すように、ほとんどの家庭下水は各

戸で地下浸透方式等による処分、あるいは未処理のまま近接する排水路等へ排出している。 

Shirak Marz や Ararat Marz では、205 ヶ所の地方集落に集中型の下水道管路施設が設置されてい

るが、Tavush Marz や Vayots Dzor Marz ではその普及率は数％程度にとどまっている。これら以外

の地方集落では集中型の汚水施設は無く、汚水処分は未処理か個別の衛生施設に頼っているのが

現状である。 

このような状況下にあるほとんどの地方コミュニティでは、適切に管理された集中型の下水施

設に排除する手段が無く、また、現存の下水施設も資金不足などから適切な維持管理・補修が十

分に行われていない。既存下水道管路はほとんどが建設後 20 年から 30 年経過しており、老朽化

が進み破損や管内面の腐食も多く、一部の管路閉塞などで汚水の管内停滞が激しく地下の漏水な

どをひき起こしている。 

他方、アルメニア国内のほとんどの市町と約 250 の村落には下水管路網が整備されている。市

町部では、発生下水量の 60％～80%を下水管路で収集して河川・排水路などへ排除している。し

かしながら、汚水処理施設を有しているのは一部の市町のみであり、その以外の市町や村落では、

収集汚水は未処理のまま直接近隣の排水路・河川あるいは湖沼などへ排出している。 

表 5-1 Marz 別下水道設置の状況 
Marz コミュニティ

数 
下水システム

数 
下水システム

普及率（%）
世帯数 
（戸） 

下水接続 
戸数（戸） 

下水接続 
戸数率（%）

Gegharqunik 87 1 1.1 54,360 300 0.6 
Argatsotn 11 10 9.0 34,891 1,454 4.2 
Ararat 93 20 21.5 57,762 4,615 8.0 
Armavir 94 9 9.6 59,403 1,994 3.4 
Lori 105 13 12.4 36,595 2,035 5.6 
Syunik 106 9 8.5 13,150 1,637 12.1 
Tavush 58 5 8.6 27,841 1,192 7.6 
Vayots Dzor 41 4 9.8 11,453 627 5.5 
Kotayk 60 8 13.3 32,459 730 2.3 
Shirak 116 19 16.7 31,109 4,281 13.8 
Total 871 98 11.3 359,383 18,865 5.3 

出典）世界銀行 

5.1.2 下水道施設改善政策 

近年、アルメニア政府は上水道施設の復旧を優先事業と位置付け、まず 24 時間給水の確保を目

標に事業を推進し部分的な成果を収めたが、下水道システムの改善についてはほとんど放置され

てきた。最近行われたアルメニア各都市部の下水収集・処理に係る財政計画の分析結果では、下
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水道施設の管理・運営状況はかなり悪化していることを明確に示している。 

現在、環境衛生改善計画の一環として下水道施設改善計画を策定、事業推進のため都市部にお

ける公衆衛生改善の財政基本構想を定めている。この構想では、2015 年を整備達成の目標とし、

国民総人口の約 60％を占める 19 の大規模市町の市民合計 170 万人を対象とした下水収集・処理事

業の実施を計画している（表 5-2 参照）。 

これらの財政方針策定では、必要な投資額、投資可能額、財源不足額などについて評価を行い、

財政不足を解消する一連の政策方針を決定している。この政策パッケージでは、上水道と公衆衛

生の分野への財政支援策の推進を考慮し、結論として、これら分野の改善には一般財源の支援が

不可欠としている。同時に、財政状態改善のため受益者の支払い能力限度の範囲（一戸当たり収

入の 4%）まで使用料金徴収の増加を提案している。 

表 5-2 主要市町の下水道システム収集汚水量と収集人口比率 
下水道施設収集人口比率（%） 

市町名 
収集汚水量（m3/年） 

（2002年） 2002年 2015年 

Yerevan 85,200,000 96 98 
Alaverdi 839,500 57 65 
Aparan 240,000 60 70 
Ararat 430,000 58 65 
Martuni 300,000 50 60 
Artashak 2,550,000 55 65 
Ashtarak 800,000 53 70 
Berd 220,000 47 60 
Dilizhan 380,000 53 60 
Echmiadzin 3,100,000 62 70 
Gavar 1,250,000 49 60 
Gymuri 5,820,000 56 65 
Masis 800,000 52 60 
Razdan 2,800,000 69 75 
Sevan 1,400,000 58 65 
Tsakhkadzor 210,000 60 70 
Sisian 210,000 41 55 
Vanadzor 2,660,000 70 80 
Vardenis 320,000 48 55 
出典）Statistical data provided by the Yerevan Vodocanal and Armenian Vodocanal, calculated by the working group.  

下水道システム改善計画では、表 5-3 に示すように、2015 年次を目標とした都市部での下水処

理場施設の改善・拡張を実施し、2002 年の総下水処理能力 790,400m3/日を、2015 年までに

1,226,400m3/日に引き上げる予定である。また、これらの目標達成に必要な建設費用は、同規模の

管路・処理場施設の新設にかかる費用との比率で表している（表 5-4 参照）。 
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表 5-3 現在（2002）と計画年次（2015）における下水処理方式と処理量 
下水処理方式 処理能力（m3/日） 

市町名 
2002年 2015年 2002年 2015年（増加量）

Yerevan M（部分処理） M（総量処理） 600,000 400,000 
Alaverdi 無処理 M（総量処理） 0 4,000 
Aparan 無処理 M（総量処理） 0 2,000 
Ararat 無処理 M（総量処理） 0 4,000 
Martuni 無処理 M（総量処理） 0 2,000 
Artashak 無処理 M（総量処理） 0 8,000 
Ashtarak M（部分処理） M（総量処理） 10,000 4,000 
Berd 無処理 M（総量処理） 0 2,000 
Dilizhan 無処理 M（総量処理） 0 2.000 
Echmiadzin M（部分処理） M（総量処理） 35,200 10,000 
Gavar 無処理 M（総量処理） 0 5,000 
Gymuri 無処理 M（総量処理） 0 20,000 
Masis M（部分処理） M（総量処理） 53,000 4,000 
Razdan M（部分処理） M（総量処理） 
Sevan M（部分処理） M（総量処理） 
Tsakhkadzor M（部分処理） M（総量処理） 

64,000 16,000 

Sisian 無処理 M（総量処理） 0 1,000 
Vanadzor M（部分処理） M（総量処理） 28,200 10,000 
Vardenis 無処理 M（総量処理） 0 1,500 
註）ここで示す処理方式 M（mechanical）は二次処理を示すものと考えられる。 

表 5-4 下水管路と処理場施設の補修・建設コストと新設コストとの比率 

市町名 下水道管路施設（%） 下水処理場施設（%） 

Yerevan 10 30 
Alaverdi 10 20 
Aparan 10 20 
Ararat 10 20 
Martuni 10 100 
Artashak 10 20 
Ashtarak 10 20 
Berd 10 20 
Dilizhan 10 20 
Echmaidzin 10 20 
Gavar 10 100 
Gyumri 10 20 
Masis 10 20 
Razdan 10 
Sevan 10 
Tsakhkadzor 10 

20*） 

Sisian 10 20 
Vanadzor 10 20 
Vardenis 10 100 
出典）Statistical data, calculation results, data of experts and assumption of the working group. 

*）下水は Kakhsi 村で合併処理。 
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5.2 下水道施設の現状 

5.2.1 下水処理 

現在、アルメニア全国で下水処理場施設を持ち、汚水処理を行う都市下水道システムは 10 ヶ所

に満たない。表 5-5 に示すように、アルメニア国主要 19 市町の既存下水道システムの内 10 市町

の下水処理場施設が未整備で、残りの 9 市町は処理施設を設置しているが、そのほとんどが破損

状態のまま放置され、運転・管理を中止している。現在運転中の処理場も、本来活性汚泥法など

生物処理による処理方式で計画されたものも、現在はスクリーニング、沈砂のみの予備処理を行

い近隣河川に放流している。 

アルバニアに現存する最大の下水処理容量を持つエレバン下水処理場は、市街地の約 75%の地

域から汚水を収集しているが、実際の日平均流入下水量は 200,000m3/日で、本来の計画下水処理

量の約 1/3 に過ぎない。しかも処理は予備処理に過ぎず、汚濁物質の除去はほとんど期待できず

排出先河川汚濁の主要な原因となっている。 

表 5-5 既存汚水処理場の流入汚水量と運転状況 

市町名 下水収集率（%） 
処理場流入汚水量

（m3/yr） 
処理方式 

計画処理能力 
（m3/d） 

Yerevan 96 85,200,000 M（partially） 600,000 
Alaverdi 57 839,000 NT 0 
Aparan 60 240,000 NT 0 
Ararat 38 430,000 NT 0 
Martuni 50 300,000 NT 0 
Artashak 55 2,550,000 NT 0 
Ashtarak 53 800,000 NT 100,000 
Berd 47 220,000 NT 0 
Dilizhan 53 380,000 NT 0 
Echmaidzin 62 3,100,000 M（partially） 35,200 
Gavar 49 1,250,000 NT 0 
Gyumri 56 5,820,000 NT 0 
Masis 52 800,000 M（partially） 53,000 
Razdan 69 2,800,000 M（partially） 
Sevan 58 1,400,000 M（partially） 
Tsakhkadzor 60 210,000 M（partially） 

*）64,000 

Sisian 41 210,000 NT  
Vanadzor 70 2,660,000 M（partially）  
Vardenis 48 320,000 NT  
出典）Statistical data, calculation results, data of experts and assumptions of the working group（base year 2002）.  

M: 機械処理を含む 2 次処理方式 
NT: 処理施設なし 
*） 処理能力 64,000m3/日の Kakhsi 村処理場で処理後放流している 

5.2.2 エレバン下水処理場 

エレバン下水処理場は、1970 年に計画下水処理量 600,000m3/日の標準活性汚泥法で建設が完了

し、運営を開始した。しかしながら、ソビエト連邦の崩壊に伴うエレバン下水処理区域内の商業・

工業活動の減退、さらに、上水道の計量化促進による水消費量の減少等の理由で、下水処理場へ

の流入下水量が極端に減少し、現在の流入下水量は計画流入量の約 3 分の 1 の 200,000m3/日にま
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で低下している。 

処理施設は、経済の沈滞化に伴う施設維持管理の不足、36 年経過した施設の老朽化等の理由で、

現在は、最初沈殿池を含む一次処理、汚泥処理を含む二次処理施設共、完全に使用不能となって

いる。流入下水は、機械掻揚げスクリーンで浮遊物を除去し、沈砂池で土砂を除去する「予備処

理」後、汚水吐管で近隣河川へ排除する。主要な処理施設の概要は以下の通りである。 

• 流入施設 ;   （流入渠、止水扉、ポンプ施設） 

• スクリーン・チャンバー ; 

• ばっき式沈砂池 ; 

• 最初沈殿池 ;   10 池（円形周辺駆動型汚泥かき寄せ機） 

• エアレーション・タンク ; 8 池（矩形池） 

• 最終沈殿池;    12 池（円形周辺駆動型かき寄せ機） 

• 汚泥濃縮タンク ;  2 池（中央駆動型かき寄せ機） 

• 嫌気汚泥消化タンク ;  8 槽（円形槽） 

• 汚泥脱水施設 ;   真空脱水機 

• 汚泥ガス・ホールダー ; 

• 管路施設; 

現在、45 人の作業員が維持管理に従事し、通常、一日 2 回流入水と流出水の水質検査を実施し

ている。流入下水の汚濁物質濃度は一般的に低く、また、除去率も低い。冬季における一部の水

質試験結果は下表の通りである。 

表 5-6 エレバン処理場流入/放流水水質 

年月日 下水 水温 pH 透視度 COD BOD5 SS 蒸発残渣

流入 9.9 7.7 4.5 161 56.7 112 472 06/01/04 
流出 9.7 7.4 5.0 141 50.2 103 446 

流入 9.8 7.9 4.0 181 58.8 119 466 
06/01/05 

流出 9.5 7.8 4.5 160 55.2 107 434 

流入 10.4 7.8 5.0 181 58.7 122 356 
06/01/08 

流出 9.9 7.5 5.0 181 55.3 117 342 

流入 11.8 7.9 5.0 201 61.5 121 542 
06/01/09 

流出 11.0 7.7 5.0 181 57.8 102 488 
基準値 - - - - - 36.98 66.29 - 

出典）Yerevan Sewage Treatment Plant Laboratory. 

5.2.3 地方コミュニティの下水道システム 

表 5-1 に示すように、地方コミュニティで集中方式の下水道施設が整備されているのは約 11％

に過ぎず、しかも終末処理施設は設置されていない。ほとんどの下水は、分離型の衛生施設で家

庭廃水を地下浸透処分、あるいは未処理のまま近接排水路等へ排出されている。 

このような状況下にあるほとんどの地方コミュニティでは、適切に管理された集中型の下水施 
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設に排除する手段が無く、また、現存の施設も資金不足などから適切な運営・管理も行われず、

日常の維持管理・補修が十分に行われていない。また施設の老朽化も進み、破損や管内面の腐食

も多く、一部の管路閉塞などで汚水の管内停滞が激しく地下の漏水などをひき起こしている。 

5.2.4 地方コミュニティの雨水排水 

今回現地調査を行った Gegharkunik, Shirak, Aragatsotn Marz などのコミュニティ（Verin Getashen, 

Tujur など）の排水施設は、水源からの導水渠、公共水栓などから相当量の余剰水を自然排水路、

トラフ（半円形、矩形）の開渠、あるいは、部分的に鉄管あるいは石綿管などで排出している。 

また、コミュニティ内の雨水排除は、一部の地域を除きそのほとんどが自然排水路に依存して

いる。雨水排水は、開渠、管渠を問わず自然水路から地中、河川等に排出されているが、一般に、

地方集落内の雨水排水路は自然水路が多く、コンクリート溝などは少ない。幹線雨水路等では一

部石積護岸などで法面保護をしているところも散見された。 

排水路の内、規模の大きな自然水路、雨水排水路は国あるいは Marz 政府の管轄であるが、小規

模のものはその各コミュニティが管轄していることが多い。自然水路では、強雨時には強い水流

による土砂流出などで破損が目立ったところがある。 

5.2.5 地方コミュニティの衛生施設 

今回調査のコミュニティには、公共下水道は設置されていない。多くの家庭ではトイレットは

屋外に設置して近隣河川や地中へ浸透させる方式を採用している。完全な水洗方式を採用するに

は上水の給水量が不足しており、一部のレストランなどで水洗を行っているが浄化槽などの設備

はなく、廃水を近接の排水路へ直接放流している。 

現在、使用されているあるいは使用可能のトイレット排除方式はおおむね以下の 3 タイプであ

る。 

• Pit-latrine 型：いわゆる貯留式で、水分の地下浸透と固形物の生物化学的分解で減量・安

定化させるが、生物化学的に分解不可能な固形物の堆積で、おおよそ 10 ないし 15 年で内

容物を取り出すか、新しく掘ったピットへ移動する。水洗は原則として行っていないが、

一部で厨房排水も合併処理するところもあった。 

• 浄化槽型：少なくとも今回の現地調査では見られなかった。 

• 集中型コミュニティ処理場方式（小口径下水管、浄化槽などの地域収集、尿処理システ

ム）：採用されていない。 

現在、水の供給量が不十分（Tudjur コミュニティの水消費量は約 10L/日/人とのこと）であり、

水洗の利用は不可能ではあるが、将来に十分な給水が確保されれば現在の方式（dry system）から

水洗への変換も可能と考えられる。また、これらトイレットの床版などの構造は、コンクリート、

鉄板、あるいは、木製で、足ふみ台などもなく、不衛生な状態である。 
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5.3 下水道セクターの問題点と課題 

5.3.1 雨水排除 

今回の調査対象地域はほとんど山岳部に位置し、地すべりの可能性の高い地域が多い。地方コ

ミュニティでの雨水排水は、ほとんどが開渠、管渠を問わず自然水路から雨水排水路を経て地中、

河川あるいは湖沼に排出される。一般に、雨水排水路は自然水路が多く、コンクリート溝などは

少ないが、幹線雨水路等ではコンクリートや石積み護岸で法面保護をしているところも散見され

る。自然水路では、強雨時には水流による土砂などの流出などで破損が目立つところがある。 

既述のごとく、地すべりは積雪の溶解と集中する降雨などが主要原因と考えられる。さらに、

集落内の流出雨水、集落の共用水栓などから相当部分の余剰水などが地下浸透していることも、

地すべり誘発の一因となる可能性も指摘されている。このような状況の下、これらの水を適切に

排除する耐水構造の排水施設の設置を考慮する必要があると考えられる。 

一部地域では、道路脇にプラスチック・バッグや包装材の散乱、低地や荒地への建設廃材の投

棄、排水路へのごみ投棄も一部で散見されたが、それほど大量でなく、今後のごみ収集・処分の

徹底により改善は可能と考えられる。 

5.3.2 衛生施設 

前述のように、家庭、公共の衛生施設はあまり整備されていない。その理由としては、地方コ

ミュニティの人口密度も低く地質も一般的に浸透性の高いことなどから、現在の地下浸透式のト

イレット・システムが一応の機能を果たしていることがあげられよう。 

しかしながら、将来、給水状況の改善後、水洗方式に必要かつ十分な給水量が供給され、また、

高人口密度とがる場合に現在のシステムが継続的に使用可能であるかは検討の必要があると考え

られる。将来、集落での給水状況改善、人口の推移、財源の確保状況などにより、これら衛生施

設の改善が必要となることも考えられる。一応の目安としては、次の段階的改善方法がある。 

第一段階：Pitlatrine の一部上部構造の改善 

第二段階：Pitprivy （多少の水使用）＋浄化槽（浸透床設置） 

第三段階：公共下水道（集中式・低コスト下水道方式） 
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第6章 外国・国際援助機関の動向 

6.1 外国・国際援助機関の活動状況 

社会基盤に係る資本にはドナー資金が多く向けられており、水セクターにおいても世銀、KfW の

ローンプロジェクトが活発である。それ以外にも、技術協力やコミュニティ無償支援などが行われ

ている。以下に他の外国機関や国際機関の活動状況を示す。 

6.1.1 世界銀行 

世界銀行は、アルメニア国の水セクターの開発や戦略に関心を寄せ、エレバン市、地方都市、

地方コミュニティの三つの領域を対象にそれぞれ支援を続けている。 

1) 「Municipal Development Project」（1998 年 6 月～2006 年 1 月） 

YWSC をサポートしてきた「Municipal Development Project（US$35 百万）」は 2006 年 1 月に完了

した。同プロジェクトの主な成果は以下のとおりである。 

① 経営改善 

世界銀行は成果主義に基づく経営契約を提案し、国際競争に基づく契約でイタリアの ASCE と

契約（2005 年 4 月まで）した。これにより、エレバン上下水道会社の経営や運営維持管理の技

術面で研修や技術移転が行われ、経営や運営維持管理業務が改善された。 

② 財務改善 

メーターを設置することにより、キャッシュフローを改善し、有収率が高まった。 

③ 給水改善 

エレバン市のDavidashおよび Institute of Physics地区における人口密集地区の人口 35,000人を対

象として緊急に上水道施設を改善した。 

2) 「Yerevan Water and Wastewater Project」（2006 年 6 月～2011 年 2 月） 

「Municipal Development Project」の 2006 年 1 月の完了に伴い、そのフォローアッププロジェク

トとして「Yerevan Water and Wastewater Project」が同年 6 月に開始された。これは、YWSC の水

供給技術の改善および経営改善を拡大することを主な目的としている。プロジェクトの対象地域

は、YWSC が管轄する Kotaik Marz（21 コミュニティ）、Ararat Marz（4 コミュニティ）、Armavir 

Marz（3 コミュニティ）、Aragatsotn Marz（3 コミュニティ）、Yerevan（4 コミュニティ）である。 

3) 「Municipal Water and Wastewater Project」（2004 年 7 月～2009 年 2 月） 

世界銀行は、首都以外の都市給水および下水の経営、運営維持管理を管轄する AWSC の設立に

も貢献してきた。AWSC の経営契約は、フランスの Saur 社と締結された。現在、2004 年に開始

された「Municipal Water and Wastewater Project（US$25 百万）」が進行中であり、AWSC の経営改

善や既存給水施設の改善を行っている。これまでに事業総額の約 50%が実行された。表 6-1 にプ

ロジェクトの対象となる都市、コミュニティ数を示す。 
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表 6-1 世銀プロジェクトの対象コミュニティ 
Marz 都市 コミュニティ 

Sunik  5 12 
Vayots Dzor 3 3 
Artashat 1 34 
Armavir 1 32 
Ararat 3 31 
Kotayk 5 21 
Aragatsotn 3 65 
Shirak 1 19 
Gegarkunik 5 15 
Tavush 4 6 
Lori 6 29 

計 37 267 
出典）世界銀行 

4) 「Armenia Community Based Urban Water Supply Management」（2003 年～2006 年） 

日本が世銀に設置している社会開発基金（総額約 USD2 百万）によって「Armenia Community Based 

Urban Water Supply management」がエレバンのコミュニティが経営する水道施設を対象に、安定

的給水を目的として実施されている。今年 11 月にプロジェクトは終了する予定である。 

6.1.2 アメリカ国際開発庁（USAID） 

現在、USAID は Arutashat 市（Ararat Marz）、Kapan 市（Syunik Marz）、Hrazdan 市（Kotayk Marz）

の上水道施設と、エレバン市の下水処理場を対象とするリハビリ計画（2007-2009 年）を検討して

いる段階である。支援形態は約 USD6 百万の無償資金協力を想定しており、その内 USD4.5 百万が

既存給水施設の幹線管路や二次配水管路、配水池などの改修に活用され、残りの USD1.5 百万が下

水処理場のリハビリに活用される予定である。 

USAID としては、USD1.5 百万はわずかな資金であり下水処理場の抜本的な改修や運営の改善

につながらないため、他のドナーが同処理場の改修に協力する場合に限り、その改修整備を補完

することを目的 USD1.5 百万の支援が可能である。その予算総額の 99%が水道に係る法律や政策

面に、残り 1%が同処理場の改修に活用されることが想定されている。 

一方、アルメニアの都市研究所が 2000 年から 930 都市の地方政府を対象にベースラインレビュ

ーを実施してきたことを引継ぎ、USAIDは 2005年 10月から始めた「Local Government Project, Phase 

3（USD8 百万）」を通して、5 年間で 26 都市を対象に財務管理の改善、公共サービス改善、地方

政府と地方議会との関係構築を目標に、法律、政策改革、地方政府キャパシティービルディング

の具体的分野を重点に置き支援している。USAID は技術的アドバイザーとして非営利組織（NPO）

のトライアングル研究所（Research Triangle Institute：本部米国ノースキャロライナ州）を起用し

ている。 

6.1.3 イギリス国際開発省（DFID） 

DFID は 1996 年 4 月にアルメニア国で活動を開始し、各省にわたってプロジェクトを実施して
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きた。DFID の活動内容は、①公共セクターリフォーム ②地方開発プログラム ③アルメニア社

会開発基金 である。この内、地方開発プログラムは、コミュニティ無償支援に類似しており、

地方政府によって独自に選定された地域を対象に、DFID からの資金をセクター別に配分すること

によって実施されている。 

現在、地方開発プログラムとして、Tavush Marz と Gegharkunik Marz を対象に水分野を含む無償

資金協力および技術協力の「The Armenia Regional Development Program（2003－2007）」を実施中

である。プロジェクト予算は 2 百万ポンドであり、その予算配分は Tavush Marz と Gegharkunik Marz

に各 1 百万ポンドである。本プロジェクトは 2007 年で終了するが、2008 年以降のプロジェクトの

延長を検討している。 

プロジェクトの活動プログラムはアルメニア側が毎年策定する「年間行動計画」に沿って行わ

れている。2007 年次の行動計画は現在検討中である。 

6.1.4 ドイツ復興金融公庫（KfW） 

KfW は AWSC の給水区域を一部分割する形で下記の 3 つの上下水道会社を設立し、運営を支援

している。 

• Nor Akunq Closed Joint Stock Company (CJSC) (1999) 

• Lori Jrmughkojughi CJSC (2004) 

• Shirak Jrmughkojughi CJSC (2004) 

現在、Lori Marz の 16 コミュニティと Shirak Marz の 37 コミュニティを対象とする「Water Supply 

and Wastewater System Rehabilitation in Lori and Shirak Region」が準備段階にあり、2007 年初頭には

開始される予定である。本プロジェクトは二つのフェーズに分かれており、全体事業費は 25 百万

ユーロである。フェーズ 1 は、有収率改善を目的とする給水施設に係るメーター設置や管路の布

設替えである（20 百万ユーロ）。フェーズ 2 は衛生施設の整備である（5 百万ユーロ）。 

6.1.5 ドイツ技術協力（GTZ） 

GTZ は、「Community Sector Development」や「PRSP」に基づき、2002 年から技術協力を中心に

活動を続けてきた。支援の対象は各コミュニティではなく、GTZ が設立した「コミュニティ組合

（Community Union）」である。支援を受けたコミュニティ組合は、コミュニティの貧困率や難民

在住度などの選定基準をもとに適切なコミュニティを選定し、コミュニティ所有の給水施設の維

持管理に係る住民とコミュニティの役割を明確にした。 

現在進行中の給水分野のプロジェクトはなく、今後も予定されていない。しかし、GTZ は洪水

対策プログラムや地すべり対策プログラムを進めており、2007 年から自然災害プロジェクト（洪

水・地すべり対策）を事業化する予定である。 
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6.2 主要プロジェクトの概要 

表 6-2 に水セクターにおける各支援機関の主要プロジェクトの概要を示す。 

表 6-2 主要プロジェクトの概要 

No. 機関 プロジェクト名 
ローン/ 
無償 

事業費 期間 対象エリア 現状・進捗 

1. 世銀 
Municipal Development 
Project 

ローン USD35M -2006 
エレバン市とその近

郊 
2006 年 1 月終了

2. 世銀 
Yerevan Water and 
Wastewater Project 

ローン 

USD20M 

USD2M 

(RA 政府) 

2006-2011
エレバン市と 33 コ

ミュニティ 
2006 年 6 月開始

3. 世銀 
Municipal Water Supply 
&Wastewater Project 

ローン 

USD23M 

USD2.56M 

(RA 政府) 

2004-2008
37 Cities and 267 コ

ミュニティ 
実行額 : 全事業

費の約 50% 

4. 世銀 
Armenia Community 
Base Urban Water 
Supply Management 

無償 USD2M -2006 エレバン市 
2006 年 11 月終了

予定 

5. USAID 
Rehabilitation Project of 
Water Supply for 3 cities 

無償 USD6M 2007-2009

Ararat Marz の

Arutashat 市、Syunik 
Marz の Kapan 市、

Kotayk Marz の

Hrazdan 市およびエ

レバン市下水処理場 

実施の有無につ

き検討中 

6. DFID 
The Armenia Regional 
Development Program 

無償 2M ポンド 2003-2007
Tavush Marz と

Gegharkunik Marz の

一部のコミュニティ 

2008 年以降の延

長が検討中 

7. KfW 

Water Supply and 
Wastewater System 
Rehabilitation in Lori 
and Shirak Marzes 

ローンと

無償 

Euro 25.99M

(ローン) 

Euro7.83M 

(無償) 

2007-2008

Lori Marz の 16 コミ

ュニティ、 Shirak 
Marz の 37 コミュニ

ティ 

現在準備段階 
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第7章 環境 

7.1 アルメニアの環境状況 

7.1.1 環境概況 

アルメニア国土の複雑な環境条件は、動植物、天然資源分布などに大きな影響を与えている。

国内に存在する 3,500 種以上の貴重な植物種のうち、400 種は科学的にも経済的に大きな価値があ

り、120 種はアルメニア特有のもので国外には存在しない。また、アルメニアは多くの耕作植物が

あり、小麦と大麦、また、ぶどう、アプリコット、梨、イチジク、アーモンド、マルメロなど多

くの果物が栽培されている。これらの植物相は土地の高度によって変化している。 

また、動物も植物と同様多数の種が存在している。動物の種はその生息地の気候、土地や植物

相などの条件によって多種多様で、多くの動物はアルメニア高地に独特のもので、アルメニア野

生山羊などが生息している。約 17,000 種の動物種が生息しているが、その内 75 種が哺乳類、43

種の爬虫類、さらに 16,500 種以上の昆虫類と無脊椎動物種アルメニア国内で生息している。 

このような気象、地勢条件の下でアルメニア国土は、北から南へ向け連続して変化に富んだ独

特の生物多様性を持っている。このような生物相の多様性を保護するため、図 7-1 に示すように 5

ヶ所の国立公園、国立公園「セバン」および 32 の保護区が設定されている。 

森林は全土の 11.8%を占める。平均的な森林年齢は 90 年で、森林の規模は住民一人当たり 0.13ha

となっているが、この規模では森林の保護･再生を阻害する恐れがあると指摘されている。1992

年から 1995 年の間に森林の約 8％が破壊されてきた。 

農業地域は国土全域の 47%、140 万 ha.を占めているが、その約 60%は何らかの土地浸食の危機

に晒されている。地すべりの影響で、14 万 ha の耕地および 3 万 ha の放牧地・牧草地が最近 30 年

間以上に亘り使用困難となり、1958 年の一人当たり耕地面積 0.33ha.が現在 0.13ha.まで減少した。

全土で約 8,300ha.の土地が破壊され、広範囲に亘る地域で工業廃棄物などが不法投棄されている。

アララト峡谷約 1,500km2 の湿地帯は、マラリア撲滅などの目的で 1953 年から 1955 年にわたって

排水が実施された後に農地に転換されたが、湿地帯消滅により幾つかの貴重動植物種が絶滅し、

渡り鳥の生息地が破壊された。さらに、その後ポンプなど排水施設が破損したまま放置されたた

め、塩分を含む地下水位の再上昇による塩害が発生している。 

経済活動による工業廃水の増加により、多くの河川での水質汚染が進み河川水が灌漑に利用で

きない程度に進んでいるところもある（図 7-2 参照）。MoNP の推定では年間 2～2.5 億 m3の廃水

が地下水に混入しているが、その内の 56%は工業、エネルギー分野で発生したものと推定されて

いる。 

7.1.2 水資源/汚濁 

水資源は 75 億 m3 と推定されその 53% が利用されている。使用された水資源の 56%は農業（産

業のうち 14%）に使用され、30%が地方自治体での消費に向けられてきた。しかし水の損失が大

きく、実際には 28%が飲料水に使われ、農業の潅漑利用は 46%に留まっている。全土で現在運転
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中の下水処理施設での汚濁物質除去率は約 50%程度と推定され、大量に排除される未処理下水が

河川汚濁の原因ともなっている。また、アルメニア最大の湖であるセバン湖の水位は、発電、潅

漑用などに大量に使用され 1938 年から 1994 年までに 18.7m 低下し、湖水面積が 12%、水容量が

41%とそれぞれ減少した。 

 

 

図 7-1 国立公園と自然保護地域 

1988 年以降、一時期には農・工業の生産活動の停滞により、水消費の使用が減少して表流水の

水質汚染も以前に比べて改善されてきた。過去に最も水質汚染が進んだのは 1985 年で、水質汚染

度が最低であったのは 1995 年で、この時期には工業活動と農業生産が実質的に停滞していた。こ

の年、灌漑水利用耕地面積は、従来の 311,000ha から約 45%の 172,600ha.まで減少した。 

現在の水質汚濁状況を示す正確な記録はないが、工業生産も徐々に伸びており、生活状況も急

速に改善されつつあることから、河川･湖沼などの水質汚濁が進んでいることは明瞭である。先に、

MoNP と健康保護省などの協力の下、NEPA のワーキング・グループが各地の河川水汚濁状況を採

水・分析し次のように結論付けている。 

「飲料水に使われる河川・湖沼で調査した 191 サンプル中 17 サンプル（約 7%）が生物化学的

に汚染されており、その汚染度は水質基準を満たしていなかった。飲料水利用の河川・湖沼で採

水した 449 サンプルでは、重金属（鉛、銅、カドミウム、鉄分）・亜硝酸性・硝酸性窒素・殺虫剤・

工業用化学物質などの濃度は基準以下であった」 

現在、汚染の進んでいる主要な河川は図 7-2 に示すとおりである。 
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図 7-2 主要河川の汚染状況 

7.1.3 大気汚染 

アルメニアの主要都市で発生している大気汚染は、エネルギー消費産業、交通・輸送産業、独

特な気象条件、本来これらを吸収・安定化に寄与する森林の破壊などに起因している。特に、エ

レバン、ラズダン、バナゾール、アララトの各 Marz では大気汚染度が高い。環境法の制定により、

アルメニア政府と認可された地方組織がこの対策・管理に当たることになっている。 

7.2 環境関連の法律・制度・組織 

7.2.1 環境保護法の制定 

アルメニアでは、環境関連法律として旧ソビエト連邦時代に制定された土地、森林、水法典、

野生動植物保護法などがアルメニアの環境保護政策に使われてきた。その後、一時は環境保護に

関わる官公庁は存在せず、事実上環境保護の法律はなかったが、1988 年に至り State Committee on 

Natural Protection が創設され、自然保護と管理に責任を持つ機関として発足した。 

上下水道に係る主要な法律・規則・ガイドラインについては、1997 年の環境法と 2000 年の環境

アセスメント法の法律が制定されている。前者は環境汚染予防、環境汚染の防止、持続可能な環

境開発を推進するため環境の保護・改善を目的とした法律で、後者はアルメニア国における EIA
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実施のための手段について規定している。 

アルメニアで制定された主要な環境関連法令には、土地利用、水質と水資源、大気、騒音、毒

性物質、固形廃棄物と廃水、漁業、森林保護の保全にかかる法令などが順次発布され、現在に至

っている。上下水道に係る法令では、許容排水基準値などが制定されている。主要な環境関連法

は表 7-1 の通りである。 

アルメニアでは、長期間にわたる不適切な環境管理と共産主義下の規則、高い人口密度、無秩

序な経済活動、最近の軍事衝突、さらにエネルギー危機の間に無秩序に進められた天然資源の過

剰開発は、動植物生息地の破壊、森林伐採、大気および水質汚染（例えばセバン湖）等を引き起

こし、国民の健全な生活に大きな悪影響を及ぼした。このような環境悪化問題に対処するため、

アルメニアは全国的な環境問題行動計画の推進を決定、1998 年 3 月 14 日に政府決議 No.801 によ

って承認された。 

また、上下水道施設プロジェクトの計画については、旧ソビエト連邦時代に一般土木施設施設

指針（Construction Norm and Regulation）が制定されているので、原則としてそれらに従って計画

する必要がある。現存する国家環境水質規制に係る法令では、飲料水、廃水の排出水許容基準値

が定められている。 

表 7-1 環境関連法令 

No. 環 境 関 連 法 令 

1 The Basis of Legislation of the Republic of Armenia on Nature protection （July 9, 1991, Yerevan） 
2 The Law of the Republic of Armenia on Environmental Impact Expertise （November 20, 1995, Yerevan） 

3 
Order of the Government of the Republic of Armenia on State body authorized for conducting environmental 
impact expertise of proposed activity （N 345, of October 30, 1996, Yerevan）. 

4 
Order of the Government of the Republic of Armenia on confirmation of procedure of providing of 
professional competence certificates on environmental impact expertise （N 386, from December 20, 1996, 
Yerevan）. 

5 
Order of the Government of the Republic of Armenia on Limited levels of proposed activities subject to 
environmental impact expertise （N193, of March 30, 1999, Yerevan）. 

6 
Regulations for conducting environmental impact expertise （order N151 of the Minister of Nature Protection, 
of November 13, 2002, Yerevan） 

7 
Order of the Government “Approving program of measures for implementing the commitments of the 
Republic of Armenia under a number of environmental conventions” （N115, of February 25, 1998） 

8 
Order of the Government “Conditions, timetables and procedures for reviewing or annulling expert 
conclusions on EIA” （N701-N, of May 8, 2003） 

9 
Instruction of the Ministry of Environment “Regulations for the membership and activities of the committee 
for the issuing specialized certificates for expertise of environmental impacts” （N28, of March 6, 1997） 

10 
Instruction of the Minister of Environment “Functions of the committee for issuing specialized certificates for 
expertise of environmental impacts, as well as for approving conclusions of expertise of environmental 
impacts”, （N79, July 22, 1997） 

11 
“Temporary regulations for the activities of the committee for issuing conclusions of expertise of 
environmental impacts” （October 28, 1997） 

12 
Instruction of the Minister of Environment “Formation of the new committee for issuing specialized 
certificates for expertise of environmental impacts as well as for approving conclusions of expertise of 
environmental impacts” （N137, October 22, 1997） 

13 
Instruction of the Minister of Environment “Formation of the coordination committee for implementing the 
commitments of the Republic of Armenia under the Convention on Environmental Impact Assessment in a 
transboundary Context”, （N131, October 12, 1999） 

14 
Instruction of the Minister of Environment “Approving the statute of “Ecological expertise” state 
non-commercial organization list 
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7.2.2 環境アセスメント法案 

1) 環境保護法の制定 

1991 年 7 月に成立したアルメニアの「自然保護法（1996 年と 1998 年に改定）」では、国家の

環境政策の基本として以下のものが定められている。 

 自然資源の継続的な利用手段 

 環境保護を進めるための経済的な支援 

さらに、適切な公的機関の設置と市民の環境に係る権限と義務（環境関連情報の公開、環境

破壊への損失保障、民間 NGO 団体の結成など）を明確にした。 

この法律では、環境の質と経済活動、汚染防止と環境モニタリングなどに必要な規定、標準

の準備に必要な一般的な方法について規定している。条項 31（アルメニア国憲法、条項第 6 号

に適合する）では、アルメニア国が加入している国際協定で、アルメニア国が制定している法

律と異なる条件が決められた場合には、それを受け入れることが明記されている。 

自然保護の基礎条件の条項 14～16 では、環境評価（EIA）と評価が必要としており、この法

律では、自然のバランス、エコシステムの破壊、動植物相、人類の健康あるいは環境に、復旧

不可能な影響を与える恐れのあるプロジェクトについて規制している。また、すべての環境の

要件を満たしていない施設の稼動、運営を禁止している。さらに、プロジェクト提案者

（Proponent）は EIA の実施、環境の緩和、および規制の遵守に責任がある。自然保護の基本方

針は、環境立法への違反に対する管理と犯罪に対応するものである。 

1995 年 11 月 20 日に国民議会によって採用され、1995 年 12 月 12 日に大統領が承認・署名し

た「環境影響の専門知識（Expertise of Environmental Impact、EEI）法」の条項 2.5 では、各種プ

ロジェクトのタイプとセクター別の開発に対する EEI を実施のための、一般法律業務、経済、

組織などの原則を示している。 

同法により以下の 18 分野にかかる活動・事業には EEI、EIA が必要とされている。 

① エネルギー分野：原子力発電と核関連業務、火力発電、蒸気と暖水プラントなど； 
② 鉱 業 分 野：石炭・石油・天然ガス採掘、鉱物処理、ウラニウム採掘など； 
③ 化 学 産 業：ゴムその他関連製品、製油関連産業、無機酸・アルカリ類、洗剤、有

害物質・薬品、その他ある規模以上の家庭用品製造業等； 
④ 建 設 業：セメント、石灰と石灰岩、レンガ、建設用鉄筋コンクリート製品など

の製造； 
⑤ 冶 金：製鉄、非鉄金属で、その規模がある限度を超えた金属加工など； 
⑥ エレクトロニクス：その規模がある限度を超過するもの； 
⑦ 木 材 加 工 業：木材処理・加工等、その規模がある限度を超過するもの； 
⑧ 軽 工 業：繊維、衣類加工等、その規模がある限度を超えるもの； 
⑨ 食品加工と漁業：規模がある限度を超えるもの； 
⑩ 都 市 部 建 設 業：家屋、ビルデイング、集合住宅施設、その他の計画で、規模がある限

度を超えるもの； 
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⑪ 公 共 サ ー ビ ス：下水処理場施設； 
⑫ 廃 棄 物 処 理：工業廃棄物処理・焼却施設など、 
⑬ 自 然 保 護：住民生活・活動等などにより影響を受けた自然エコシステムの回復、

新種の動植物導入； 
⑭ 農 業：農地改善事業（土地の脱塩、湿地帯の改善等）で、規模がある限度を

超えるもの； 
⑮ 森 林：森林の回復と品種の改良； 
⑯ 上 水 道：貯水施設、ダム、大規模水路、ポンプその他、給水事業施設の建設な

ど； 
⑰ 社 会 基 盤 施 設：高速道路、一般道路、トンネル、橋梁、地下トンネル、鉄道、空港、

長距離のガス・石油・温水・蒸気などの配管と付属施設、送電線、災

害防護施設などで、規模がある限度を超えるもの； 
⑱ サ ー ビ ス 業：その規模がある限度を超える、貿易センター・商店街、ホテル、キャ

ンピング・サイト、給油所、食堂、カフェテリア、バス・鉄道駅、墓

地と焼却施設。 

さらに、以上の項目当てはまらないプロジェクトについても EEI を実施させることもできる。

このような権限を、地方官公庁、国家省庁、地方コミュニティ、NGO 団体などに与えることが

できると、条項 4（4）で規定している。その他、特別な地域に対する例外的な条件を与え、環

境影響評価を進める下記の法令がある。 

① the 1991 Water Code, the 1991 Law on Specially Protected Areas; 
② the 1991 Land Code, the 1992 Underground Resources Code;  
③ the 1994 Forest Code, the 1998 Laws on Urban Development and on Population Safety in 

Emergency Situations;  
④ the 1999 Law on Flora, and the 2000 Law on Fauna. 

また自然保護省（MoNP）が必要と判断した場合、環境影響の照査をすることができる。EEI

法はむしろ公示、書類作成、民間との協議、さらに訴願の手続きや要求などについて厳格に規

定（条項 6-11）している。同時に、環境アセスメントについては高度な専門的資格と、さらに

当事者間の利害関係に係る紛争の回避なども求めている。 

2) 環境管理の枠組み 

自然環境保護；基礎項目の条項 10 では、自然保護省（MoNP）を国家の環境保護の責任官庁

とし、開発、事業実施、モニタリング、環境法令の施行、規則、実施手段、EIA、EEI などの推

進の権限を付与している。さらに、厚生省、農業省、財政省、内務省、労働省は、関連セクタ

ー別の法律（例えば衛生省の保健衛生や伝染病に関する 1992 年の法律「衛生、疫学の安全法」）

などにより他のタイプのプロジェクトの審査に責任がある。 

また、政府は特別な環境問題を協議し EIA と EEI に関わる業務での協調を図り、詳細な共通

アプローチ方法の決定、各関連省庁間の連絡、協力関係などを保つため、特別な省庁間委員会

を設立することができる。 

MoNP は環境保護事業の確実な実行のための枠組み設定を計画しているが、経済的・財政的
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な理由で、下部機構や地方行政庁などとの十分な協力関係を確立するまでには至っていない。

地方行政機関は、彼らの行政区域で実施した幾つかの都市開発、農業、衛生事業などの環境対

策では中央官庁に協力している。 

EEI 法の条項 16-19 では、MoNP に対して以下の権限と責任を付与している。 

① EEIの実施 
② EEI実施のために必要な専門家の招聘 
③ EEIでの調査事項、結論などのデータバンクの管理 
④ 調査結論に基づいて実施する事業のモニタリング 
⑤ 環境アセスメントの手順とガイドラインの策定 
⑥ EEIで決定された目的の実行 
⑦ EEIで決められた基本事項、標準と計画実施の日程の実行 
⑧ EEIの公開 

3) EIA ガイドラインと手法  

EIA と環境評価の専門的な手法は、1980 年半以来の多くの古い基準、最近の EIA、ソビエト

連邦設定の環境評価規準（norm）、また、ロシア連邦（以前のソビエト連邦）の各国で設定され

た基準などが次第にアルメニアで使われてきてきた。 

アルメニア政府は、EEI が必要とされる事業活動の最低規模を決めることを考慮中との報告

もあるが、MoNP の見解は、EEI、EIA 関連法律で決められた対象事業は、プロジェクト規模の

大小にかかわらず、全てのプロジェクトについて事業実施機関が EEI を作成し MoNP に提出、

審査を受けなければならないとしている。 

EEI 法の条項 4 で EEI が必要とされる 19 のセクターとサブセクターの活動リストが示されて

いる。アルメニア政府はそれぞれの活動についての基本事項を他の法律によって定めている。

たとえば、条項 4（4）では仮に制定された基準値を下回る事業活動であっても、その活動が法

律で決められた特別地域のものでも、また、地方官公庁、NGO グループ、MoNP 自身が要請し

た場合には、審査の必要があるとしている。 

具体的には、給水事業はその規模の大小に関わらず EIA 実施対象プロジェクトとなっている。

個々のプロジェクトで必要な EIA 評価項目などは特に定められていないが、EEI の条項 5.1 では

以下の項目を報告書に含むものと規定している。 

① 提案した活動により起きうる、直接あるいは間接的な環境影響についての予想と説明； 
② 代替案の提示：プロジェクトが実施されない場合（ゼロオプション）と選択された最良案

の場合の環境影響比較； 
③ 提案プロジェクトにより予想される環境影響の軽減あるいは回避方法； 
④ ゼロ･オプション選定によって予想される、経済的・社会的発展の詳細な分析； 

このような規定に従い、条項 6.2 では、提案プロジェクトにかかる提出報告書（予備的書類）

に必要な項目を次のように規定している。 

① 提案した活動の仕様：プロジェクト名、場所、目的、特徴、規模、事業開始と完了の時期； 
② 必要な土地、エネルギー、水資源、資機材； 
③ 選定した技術やその理由などについての概要説明； 
④ 提案プロジェクトにより影響を受ける可能性のある、その他の環境汚染についての基礎資
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料； 
⑤ 土地の転用などにかかる地方行政機構の決定； 
⑥ 地域開発事業計画と提案プロジェクトの整合性についての地方行政機関の決定； 
⑦ 提案プロジェクトに関連する国家機関の決定あるいは認可（必要な場合）； 

また、同法条項 7.2 では、これら提出報告書の内容や情報量などは政府の決定に従って決めな

ければならないとしている。 

7.2.3 本プロジェクトの環境評価 

MoNP の見解は「プロジェクトの規模に関わらず EEI、EIA 関連法律で決められた対象事業につ

いては、事業実施機関が全ての EEI を作成し MoNP に提出、審査を受けなければならない」とし

ている。本事業についても「地方給水・下水システム事業実施には EEI 法による所定の手続きが

必要であり、コミュニティ個々についてではなく、総合的な水道プロジェクトとして申請しても

らうことになるだろう。まず、プロジェクトの内容、プロジェクトの社会・経済、住民移転、動

植物環境、歴史的施設などに与える影響の評価結果を記述した報告書を MoNP に提出して、審査・

承認を得た後、必要な EIA の作成を行う」と述べている。 

7.3 上下水道プロジェクト環境・社会配慮 

7.3.1 プロジェクトの概要と立地条件 

調査対象上水道プロジェクトの概要および立地条件は、表 7-2 と表 7-3 にそれぞれ示すとおりで

ある。 

表 7-2 プロジェクト概要 （上水道） 

項 目 内   容 

プロジェクト名 アルメニア国 地方給水・下水システム改善計画 

背景 
アルメニア国の地方給水施設の不備、不十分な給水等により、環境衛生状態が極端に悪

化している。 

目的 水道施設の改善・拡張を行い、安全で必要な量の飲料水を供給する。 

位置 
アルメニア国 Aragastsotn, Gegharkunik, Shirak の 3Marz の約 250 コミュニティ 
地方コミュニティ。 

実施機関 アルメニア国 国家水委員会（SCWS） 

裨益人口 20 万人 

計画諸元  

計画の種類 新設/改良 

計画の性格 飲料水の改善と給水の確保 

水源/水質 水源：地下水/表流水/雨水、水質：アルメニア基準に適合した水質の提供。 

導水施設 各水源から、開水路/パイプライン/ポンプ場施設などによる導水施設。 

浄水場 なし 

配水施設 貯水池、配水池、送水施設（150 ヶ所程度予定） 

付帯施設 送電設備/管理施設 

その他特記すべき事項  
註）記述は既存資料により分かる範囲内とする。 
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今回の上水道計画の調査対象区域とそのコミュニティにおけるプロジェクト立地環境は、表 7-3

に示すとおりである。 

表 7-3 プロジェクト立地環境 （上水道） 

項   目 内         容 

プロジェクト名 アルメニア国地方給水・下水システム改善計画 

地域住民（居住者/先住民/計画に対する意識

等） 
低所得者層が多い。住民移転の可能性は低い。 

生活関連施設（井戸・貯水池・水道/電気等） 未接続地域への飲料水は、共用給水施設。 
社
会
環
境 

保健衛生（伝染病・疾病/病院/習慣等） 
水系伝染病の発生率は他地域と比べそれ程高いとは

見られない。 
地形・地質（急斜地・軟弱地盤・湿地・断

層等） 
急峻な土地が多く、地質は一般に岩石を含む地盤で、

浸透性は高い。 
地下水・湖沼：河川・気象（水質・水量・

降雨量等） 
年間降雨量 500mm 前後で、地下水は少なく、河川水

も少ない。水質は比較的よく、殺菌を行っていない。

自
然
環
境 

貴重な動植物・生息域（自然公園・指定種

の生息域） 
自然保護地に近接する地域もあるが、計画区域内には

特に貴重な動植物生息地はないと考えられる。 

苦情の発生状況（関心の高い公害等） 断水、供給水量の不足。 
公
害 

対応の状況（制度的な対策/補償等） 特になし。 

その他特記すべき事項  

註）記述は既存資料により分かる範囲内とする。 

以上の結果から、各項目についてのスクリーニングとスコーピングを実施する。 

7.3.2 スクリーニング、スコーピング結果 

1) 環境配慮ガイドラインに基づく調査結果 

アルメニア環境省、Marz 政府、コミュニティなどからの聞き取り、現地踏査、収集資料等か

ら、コミュニティとその周辺地域の環境・社会の現状を評価、その結果に基づいて JICA 策定の

「環境社会配慮ガイドライン（案） 2004 年 4 月」、「開発調査環境配慮ガイドライン、（IX 上

水道）1994 年 1 月」等で定められた方針に従って環境社会配慮の予備調査を行った。環境予備

調査は、当該プロジェクト実施に伴う環境社会影響に係るスクリーニングとスコーピングを予

備的に行うもので、以下の項目について調査を行った。 

2) スクリーニング 

環境項目のスクリーニングは、環境関連ステークホルダーなどの意見、現地踏査、さらに、

資料収集結果に基づいて行った。調査の結果は表 7-4 に示すとおりである。 
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表 7-4 スクリーニング・チェックリスト（上水道） 

環 境 項 目 内        容 評定 備考（根拠） 

1 住民移転 用地占有に伴う移転（居住所有権の転換） 無 
特に住民移転の伴う土地収

用の必要なし。 

2 経済活動 土地等の生産機会の喪失、経済構造の変化 無  

3 交通生活施設 渋滞事故等既存交通、学校、病院等への影響 不明 工事中のみ影響の恐れ。 

4 地域分断 交通の阻害による地域社会の分断 無  

5 遺跡・文化財 教会・文化財等の損失や価値の減少 不明 
計画区域内或いは近接地に

存在の可能性あり。 

6 水利権入会権 漁業権、水利権、山林入会権等の阻害 不明 
将来の水需要に対する取水

量増加について可能性あ

7 保健衛生 ゴミや害虫発生等衛生環の悪化 不明 トイレット排水等の可能性

8 廃棄物 建設廃材、残土、汚泥の発生 有 
工事残土、廃材、汚泥等の

発生する可能性あり。 

社 
 

会 
 

環 
 

境 

9 災害（リスク） 地盤崩壊、落盤、事故等の危険性の増大 無 大規模開発はない 

10 地形・地質 掘削、盛土等による有価値地形・地質の改変 無 ” 

11 土壌侵食 土地造成、森林伐採後の雨水による表土流出 不明 
給水余剰水、雨水の地中浸

透 

12 地下水 掘削工事の排水等による涸渇、浸出水の汚染 無 ” 

13 湖沼河川流況 埋め立てや排水の流入による流量水質の変化 不明 水源の変更などの可能性 

14 海岸・海域 埋立地や海況変化による海岸侵食や堆積 無 ” 

15 動稙物 生息条件の変化による繁殖阻害、種の絶滅 不明 
悪影響を与える可能性は低

い。環境保護地に注意。 

16 気象 大規模造成、建築物による気温風況等の変化 無 大規模施設はない。 

自 
 

然 
 

環 
 

境 

17 
 

景観 
 

造成による地形変化、構造物による調和阻害 不明 
施設拡張による景観変化に

ついての配慮は必要。 

18 大気汚染 車両、工場からの排ｶﾞｽ、有害ｶﾞｽによる汚染 不明 
工事中の車両などによる一

時的な汚染の可能性あり。

19 水質汚濁 生活廃水、工場廃水等の流入による水質汚濁 不明 水源の汚染防止。 

20 土壌汚染 排水・有害物質の流出・拡散等による汚染 不明 
工事廃棄物等投棄による汚

染の可能性あり。 

21 騒音・振動 車両、処理施設等による騒音・振動の発生 有 
騒音振動発生施設なし。但

し工事中の騒音振動に配慮

22 地盤沈下 地盤変況や地下水位低下による地表面の沈下 無 地下水を揚水しない 

公 
 

害 

23 悪臭 特に悪臭の発生する施設は無い 無  

総合評価：EIA が必要となる開発プロジェクトか？ 要  

 

3) スコーピング 

スコーピングでは、開発プロジェクトで予想される環境社会インパクトの内、重要と考えら

れるものを見出し、それを踏まえて環境インパクト調査の重点分野あるいは重点項目を明確に

する。この実施には、アルメニア政府の環境調査ガイドライン、関係機構担当者との協議等の
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結果を踏まえる必要がある。これらの結果を示すと下表の通りである。 

表 7-5 スコーピング・チェックリスト（上水道） 

環 境 項 目 評定 根        拠 
  1  住民移転 D 上水道施設建設のための用地取得の必要なしと考えられる。 

  2  経済活動 D マイナスのインパクトは考えられない 
  3  交通生活施設 C 交通阻害の施設なし。工事中の交通について配慮する 
  4  地域分断 D 地域を分断する施設あるいは工事計画はない 

  5  遺跡・文化財 C 重要な遺跡・文化財の区域内に存在する可能性はある 
  6  水利権入会権 B 水利権についてマイナス・インパクトの可能性 
  7  保健衛生 C トイレット排水方法 
  8  廃棄物 C ごみ、発生汚泥の処分法が未定である 

社
会
環
境 

  9  災害（ﾘｽｸ） C 大規模な切り土等は行わない。一部で地すべりに対する検討必要 
 10  地形・地質 D 大規模な地形改変は行わない 
 11  土壌侵食 C 余剰水の排除方法の検討、河川・地中排除の影響の有無を検討する 
 12  地下水 D 影響を与える建設工事、施設はない 
 13  湖沼河川流況 C 特に大きな影響はないが、取水源の変更による影響は考慮 
 14  海岸・海域 D 影響はない 
 15  動稙物 C 保護地域に隣接する地域では動植物に対し配慮が必要である 
16  気象 D 気象に影響を与える施設はない 

自
然
環
境 

 17  景観 C 貯水池、配水池の新設・拡張等による景観の変化について配慮 
 18  大気汚染 C 特に影響は無い。工事中現場付近で一時的発生の可能性あり 
 19  水質汚濁 C 工事中の排水等による一時的な汚濁の可能性 
 20  土壌汚染 C 廃棄物埋立、汚水の地下浸透の場合に影響を与える可能性はあり 
 21  騒音・振動 C 

B 
騒音振動発生の施設なし。工事中の発生について配慮 

 22  地盤沈下 D 大規模な地下水の揚水等はない 

公
害 

 23  悪臭 D 特に考えられない。一部衛生施設付近で多少の懸念はある 
（註）評定の区分 

A ： 重大なインパクトが見込まれる。 
B ： 多少のインパクトが見込まれる。 
C ： 不明（検討の必要あるが、調査の進行に伴い明らかになる場合も十分に考慮に入れておく）。 
D ： ほとんどインパクトが考えられないため、IEEあるいはEIAの対象としない。 
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4) 総合評価 

以上の検討結果を整理し、表 7-6 に示す。 

 

表 7-6  総合評価 （上水道） 

環 境 項 目 評定 今後の調査方針 備 考 

交通生活施設 C 工事車両による交通阻害検討 工事資材、残土の運搬等 

遺跡･文化財 C 文化財の存在についての調査 教会、城壁などに近接する地域 

水利権。入会権 B 
水利権にマイナス・インパクトの可

能性あり 
 

保健衛生 C トイレット等廃水処分方法の検討 工事投棄物による周辺地域への影響 
廃棄物 C 工事ごみ処分方法の検討 残土等投棄場所選定の問題 
災害（リスク） C 一部地すべりに対する検討 適正な雨水排除の検討 
土壌浸食 C 給水余剰水、雨水排水の検討 側溝整備の必要性 
湖沼河川流況 C 取水先の流量・水質調査 取水源変更などある場合は検討 
動稙物 C 貴重種の生息についての確認 環境保護地域に近接する地域に注意 
景観 C 大規模構造物の周辺との調和検討  
大気汚染 C 工事中の建設機械・排気の検討 汚泥処分、工事車両排気・ﾀﾞｽﾄ発生 
水質汚濁 C 原水・水質調査、汚濁解析 浄水場の水質ﾃﾞｰﾀの確認 
土壌汚染 C 廃棄物処分方法などの検討 油分、重金属などの問題 
騒音・振動 C 工事車両による影響の検討 運搬資材、残土処分方法の検討 

（註）評定の区分 
A ： 重大なインパクトが見込まれる。 
B ： 多少のインパクトが見込まれる。 
C ： 不明（検討する必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分考慮に入れておくものとする） 
D ： ほとんどインパクトが考えられないため、IEE あるいはEIAの対象としない。 

7.3.3 JICA 環境社会配慮ガイドライン（チェック項目）による評価 

JICA 環境社会配慮ガイドライン「別紙 3 スクリーニング様式、チェック項目」に基づいて、上

下水道プロジェクトのそれぞれについてチェックを行った結果を表 7-7 と表 7-8 に示す。 
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表 7-7 上水道プロジェクト（チェック項目） 
チェック項目 

項目 1. プロジェクト・サイトの所在地 

    アルメニア国、Aragastsotn, Shirak, Gegharknik Marz の 150 コミュニティ 

 

項目 2. プロジェクトの内容 

  2-1 以下に掲げるセクターに該当するプロジェクトですか。 

     ■YES  □NO 

 

     YES の場合、該当するセクターにマークしてください。   

 

    □鉱業開発 

    □工業開発 

    □火力発電（地熱含む） 

    □水力発電、ダム、貯水池 

    □河川･砂防 

 

    □送変電・配電 

    □道路、鉄道、橋梁 

    □空港 

    □港湾 

    ■上水道、下水・廃水処理 

    □廃棄物処理・処分 

    □農業（大規模な開墾、灌漑を伴う） 

    □林業 

    □水産業 

    □観光 

 

  2-2 プロジェクトにおいて以下に示す要素が予想想定されていますか。 

    □YES  ■NO 

     

     YES の場合、該当するものをマークしてください。 

    □大規模非自発的住民移転    （規模：    世帯    人） 

    □大規模地下水揚水       （規模：    m3/年） 

    □大規模埋立、土地造成、開墾  （規模：     ha） 

    □大規模森林伐採        （規模：     ha） 

 

  2-3 プロジェクト概要 

地方給水・下水道システム改善計画の策定を行い、上水道整備事業に係る優先プロジェクトを選定
し、フィージビリティー・スタディーを実施し、パイロットプロジェクトを実施する。 
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  2-4 どのようにしてプロジェクトの必要性を確認しましたか。 

     プロジェクトの上位計画と整合性がありますか。 

    ■YES:上位計画を記載してください。 

    1） 貧困削減戦略プログラム 

    □NO 

 

  2-5 要請前に代替案を検討しましたか。 

    ■YES:検討した代替案の内容を記載してください。 

     既存施設の拡張・新設・能力強化とそれに伴う給・配水施設の増強、新水源の検討。 

 

    □NO 

 

  2-6 実施前に必要性確認のためのステークホルダー協議を実施しましたか。 

    □実施済み  ■実施していない 

 

    実施済の場合は該当するステークホルダーをチェックして下さい。 

    □関係省庁 

    □地域住民 

    □NGO 

    □その他（ ） 

 

項目 3. プロジェクトは新規に開始するものですか、既に実施しているものですか。既に実施しているもの
の場合、現地住民より強い苦情等を受けたことがありますか。 
□新規   ■既往（苦情あり）□既往（苦情なし） 

□その他： 

 

項目 4. 環境影響評価の法律またはガイドラインの名称 

     

    プロジェクトに関して、環境影響評価（EIA,IEE 等）は貴国の制度上必要ですか。 

    ■必要  □不要 
    必要な場合、以下の該当する箇所をチェックして下さい。 
    □IEE のみ必要         （□実施済み、 □実施中 □実施予定） 

■IEE と EIA の両方が必要    （□実施済み、 □実施中 ■実施予定） 

□EIA のみ必要         （□実施済み、 □実施中 □実施予定） 

 

項目 5. 環境評価を実施している場合、環境影響評価は環境影響評価制度に基づき審査・承認を受けていま
すか。既に承認されている場合、承認年月日、承認機関について記載してください。 
    □承認済み（付帯条件なし） □承認済み（付帯条件あり）  □審査中 

     （承認年月日：       承認機関：       ）  

        ■手続きを開始していない。 

        □その他（    ） 
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項目 6. 環境影響評価以外の環境や社会面に関する許認可が必要な場合、その許認可名を記載し 

        てください。 

□取得済み   ■取得必要だが未取得 

□取得不要 

□その他（    ） 

項目 7. 事業対象地内または周辺域に以下に示す地域がありますか。 

    □YES   □NO   ■分からない    

    YES の場合、該当するものをマークしてください。 

    □国立公園、国指定の保護対象地域（国指定の海岸地域、湿地、少数民族、先住民族のための地域、
文化遺産等）およびそれに準ずる地域 

    □原生林、熱帯の自然林 

    □生態学的に重要な生息地（サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等） 

□国内法、國際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 

□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 

□砂漠化傾向の著しい地域 

□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 

□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な
社会価値のある地域 

 

項目 8. プロジェクトは環境社会影響を及ぼす可能性がありますか。 

    □YES   ■NO   □分からない 

    理由：本プロジェクトの上水道システムそのものが、市民の生活改善、衛生環境改善に 

       大きく貢献でき、社会・環境にネガティブな影響を与えない。  

 

項目 9. 関係する主要な環境社会影響をマークし、その概況を説明してください。 

    □大気汚染            □非自発的住民移転 
    ■水質汚濁           □雇用や生計手段等の地域経済 

□土壌汚染            □土地利用や地域資源利用 

□廃棄物              □社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

■騒音・振動          ■既存の社会インフラや社会サービス 

□地盤沈下           ■貧困層・先住民族・少数民族 

□悪臭             □被害と便益の偏在 

■地形・地質          □地域内の利害対立 

□底質             □ジェンダー 

■生物・生態系         □子供の権利 

■水利用            □文化遺産 

□事故             □HIV/AIDS 等の感染症 

□地球温暖化          ■その他（工事廃棄物の投棄） 

 

   関係する環境社会影響の概要 

    ・給水量増加に伴う生活廃水の増加 
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    ・工事中の車両通行による道路沿線の騒音・振動・ダスト発生 

    ・貯水槽、配水槽などからの河川への放流 

     

 

項目 10. 情報公開と現地ステークホルダーとの協議  

     環境社会配慮が必要な場合、JICA 環境社会配慮ガイドラインに従って情報公開や 
     現地協議 
     ステークホルダーとの協議を行うことに同意しますか。 
     ■YES   □NO 

 

 

7.3.4 環境社会配慮への提案 

1) 環境社会予備評価報告書の作成と承認申請手続き 

本プロジェクトは、周辺環境に多少のネガティブな影響を及ぼすことが予想される。本格調

査において、調査団は「環境社会影響予備評価報告書」の作成を支援する。この報告書は、ア

ルメニア国の環境法、同関連条例、ガイドライン等を遵守し、環境評価の実施に関する国家水

委員会（SCWS）への提言が記載される。これを受け、SCWS は MoNP 等関連機関と十分な協

議を進め、環境社会配慮を行うこととなる。 

本格調査における自然環境・公害の調査ならびに評価では、水質、動植物、遺跡・文化財等

の項目については、現地の環境調査に経験の深い政府研究機関あるいは民間コンサルタント等

へ委託して行うものとする。環境評価基準値の適用等については、SCWS を通じて関係官公庁

と協議し判断を求めなければならない場合が多く、また、遺跡・文化財、動植物関連項目など

についてもそれぞれ関連機関と協議の上、承認を得ることが必要となる。 

SCWS は、本格調査で作成した環境社会影響予備評価報告書に基づいて、法律に定められた

IEE、EIA 報告書等を作成する。さらに、MoNP への報告書提出・説明、承認などの手続きとと

もに、必要な経費の支出を全て SCWS の責任で行うこととなる。 

2) EEI と EIA 

プロジェクト計画策定の初期段階で、既存の情報・データ、入手可能な情報等に基づき、本

プロジェクトが引き起こす可能性の高い項目について環境影響の予備評価を行う。本プロジェ

クトの場合、SCWS がアルメニア国の環境法令、環境評価ガイドラインに従い EEI、EIA を作成

し環境省へ提出しなければならない。提出書類は、プロジェクト実施地域管轄の環境省地方局

が照査し、承認する。提出した EEI の評価結果に基づき、環境省は審査の結果、EIA が必要と

判断された場合には、法令に基づいて他の関連官公庁等と協議を行い、当該プロジェクトの重

要度に応じて EIA の評価項目等を検討、決定することになる。 

7.3.5 環境調査項目と調査実施方法 

本格調査で実施する環境影響の有無の判断には、建設予定地とその周辺地域の社会環境、自然
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環境、公害条件を十分に考慮する必要がある。本格調査の IEE、EIA については、関連官公庁と協

議の必要があるが、前述の IEE などを参照し最低限、以下の項目についての評価を行う必要があ

ると考えられる。 

1) 交通生活施設 

2) 遺跡、文化財 

3) 水利権、入会権 

4) 保健衛生 

5) 廃棄物 

6) 災害（リスク） 

7) 土壌浸食 

8) 湖沼河川流況 

9) 動稙物 

10) 景観 

11) 大気汚染 

12) 水質汚濁 

13) 土壌汚染 

14) 騒音、振動 
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第8章 本格調査実施上の留意点 

8.1 本格調査の目的および範囲案 

本調査は、以下 3 フェーズ、20 ヶ月を目標として実施する。 

1) フェーズ 1 

調査対象の3Marzにおける代表的なコミュニティ3ヶ所を選び、計9ヶ所ないし10ヶ所において、

フェーズ 2 で実施する調査の手法を確立する。また、事業費用の概算を行えるように資機材およ

び工事単価の調査を行う。 

2) フェーズ 2 

フェーズ 1 で確立した調査手法に基づき、残りの調査対象の地方コミュニティにおいて、詳細な

調査を行う。業務内容は、既存給水・衛生施設の現況、社会経済の実態調査、上水道事業の運営

組織・体制等の現況調査、事業費積算、各コミュニティの実情に即した給水施設計画や維持管理

計画の策定などである。また、フェーズ 3 で実施するパイロット・プロジェクトの内容、緊急度

に応じた事業化優先度の類型化ならびに優先コミュニティについても検討する。 

3) フェーズ 3 

フェーズ 2 の結果に従い、パイロット・プロジェクトを試行する。必要に応じてリハビリを行い、

地方行政または住民による給水施設の運営・維持管理手法を改善するために、維持管理マニュア

ルなどを用いて活動をサポートする。なお、本業務期間は第 3 フェーズとされてはいるが、必ず

しもフェーズ 2 の終了後に開始する必要はなく、フェーズ 2 期間と重複することを妨げない。 

8.2 調査項目 

調査目的達成のため、調査では以下に示す内容、範囲ならびに調査項目が想定される。 

8.2.1 フェーズ 1：第一次インベントリー調査 

1) 調査準備 

• 既存資料（開発計画、援助機関の動向、給水・衛生施設など）の収集、分析 

• 資機材および工事単価などの積算資料の収集 

• 現地コンサルタントの選定および契約 

2) 地方コミュニティの調査 

• コミュニティ実態調査（人口、給水人口、住民の費用負担意志など） 

• 水利用、水需要量（家庭用および非家庭用）調査 

• 既存水源（水量と水質）の調査 

• 既存施設（配管延長、レイアウト等）の調査 

• 既存衛生施設の調査 

• 施設更新の必要性の検討 
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• 給水区域拡張（新規施設）の必要性の検討 

• 新規・代替水源の調査 

• 事業運営組織・体制の検討（コミュニティ、Marz 機関、上下水道社、事業規模と運営能力、

料金徴収／回転資金の確保、組織／人材育成） 

• 施設拡張・更新の緊急度の確認、検討 

• 初期環境影響評価 

3) インベントリー調査手法の確立および再委託先の OJT 

4) パイロット・プロジェクト案の概略検討 

5) 優先プロジェクト選定基準の検討 

8.2.2 フェーズ 2：第 2次インベントリー調査 

1) フェーズ１で確立した手法に従い、現地コンサルタント・チームを活用し、残る地方コミュニ

ティに対する調査を行う。 

2) 地方コミュニティのインベントリー完成（施設計画、実施体制や維持管理計画、概算事業費の

積算を含む） 

3) パイロット・プロジェクトの内容と対象コミュニティの提案（場合によってはフェーズ 2 中に

一部実施することも検討） 

4) 優先プロジェクト選定基準の提案 

8.2.3 フェーズ 3：パイロット・プロジェクト実施および最終取りまとめ 

1) パイロット・プロジェクト実施および評価 

2) インベントリー調査結果の見直しと修正 

3) 優先コミュニティの選定 

4) 補足調査（電気探査）の実施（必要な場合のみ） 

5) 優先コミュニティの事業化に係る初期環境影響評価（IEE）実施支援 

6) 給水施設および排水設備のリハビリ（必要最低限） 

7) 給水施設の運転、維持管理手法の改善 

• 各種マニュアル整備 

• 組織／人材育成に係るセミナーまたは研修会 

• 住民への啓発活動、その他 

8.3 要員構成 

調査団はおおむね以下の要員／分野を担当とする者で構成される。 
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1) 総括/上水道計画 

2) 上水道施設計画 I（取水、導水、貯水） 

3) 上水道施設計画 II（配水管網） 

4) 水質/地質/水文 

5) 社会・経済／維持管理計画 

6) 環境/衛生/排水 

7) 組織/法制 

8.4 相手国便宜供与事項 

1) アルメニア政府は、2006 年 11 月 10 日に署名した日本国政府とアルメニア国政府間の技術協力

合意に基づいて、調査団員に対する各種の特権、税金の免除、その他の利便を提供する。 

2) 調査団の怠慢あるいは意図的な違法行為により生じた場合を除き、調査実施に係る団員の職務

の実行により生じた、あるいは、調査に関連して生じた、調査団員に対する如何なるクレーム

に対しても、アルメニア政府が解決するものとする。 

3) 調査の円滑な実施のため、SCWS は実施機関であり、また、他の政府機関、非政府機関との調

整機関となる。 

4) SCWS は自己資金により、他の関連機関と協調の上、調査団に対して以下のものを提供する。 

① 調査団の安全を確保するため、安全に係る情報とその対応手段 

② 医療サービスを受けるための情報と支援 

③ 調査に係るデータ（地図、写真等を含む）と既存情報 

④ カウンターパート 

⑤ 必要な機器類を備えた、適切な事務所スペース 

⑥ 資格証明書、身分証明書等 

8.5 調査資機材 

調査資機材は、携帯用 PC、プリンター、その他必要不可欠な技術・事務用品を除き、原則として、

現地でレンタルあるいは購入するものとする。 

8.6 調査実施上の留意点 

本格調査は、以下の点に留意して実施する必要がある。 

1) 対象地域 

ア国の都市部では、現在、水道公社による飲料水供給が世銀および KfW の支援のもと行われ、

水道区域も順次拡張されている。事前調査時に対象 4 州の村落のうち、この都市給水システムに

接続されておらず、かつ、その予定のない村落を本件調査対象として選択した。また、本格調査

開始時もしくは実施中に上記システムに接続されることとなる村落は、本調査の対象外とする旨

合意している。常時関係機関との連絡・情報共有を密にし、水道公社の動向を把握し、調査対象

村落の変更を要する場合には速やかに JICA に報告すること。 
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2) 調査方針 

首都エレバンへの人口集中があり、対象となる村落部での人口は横ばいか減少しつつある社会

状況下での飲料水供給と衛生改善を目的とする開発調査である。調査対象となる「地方村落」は

集落と呼び替えても良いような小規模の地方自治体まで含まれている。既存施設も湧水を水源と

し、殺菌しないまま自然流下によって給水する上水道の前段階の水供給施設が大半である。老朽

化した給水システムの改善、改修計画策定に当たっては、施設拡張は避け、あくまで既存施設の

復旧・更新によって現在の困窮状況を改善する計画の立案を原則とする。 

3) 他国機関の関連事業との調整 

DFID（英国際開発省）はゲハルクニク州およびタブシュ州において住民参加型によりアクショ

ンプランを策定し、事業実施を行う地域開発プロジェクト（資金協力を含む）を実施中である。

ゲハルクニク 州に 47 ある本調査対象村落のうち、7 村落が DFID 支援の対象地域でもある。これ

ら地方村落のうち、DFID 支援によって給水関連のアクションプランを作成済みあるいは事業開始

済みの村落では、それらを考慮した給水施設改修計画を作成し、また、未作成/未実施の村落につ

いては本調査結果が当該村落で活用されるよう関係各者と調整のうえ、実施するものとする。 

4) 運営・維持運営体制の提案 

従来、地方村落の飲料水供給施設の維持管理は、ほとんど地元住民によって行われており、州

ならびに中央政府は修繕、モニタリングおよび料金設定等に関与していない。持続的な運営・維

持管理体制について、中央政府、州・村落の各自治体ならびに住民の役割を整理するとともに、

パイロット・プロジェクトにおいて住民の啓発活動、州・村落自治体への説明会を開催するなど

して、提案内容の実現可能性を高めること。 

5) 飲料水と灌漑用水との水量配分 

既存の水源は飲料用と灌漑用とに利用している地方村落が多い。そのため、給水施設計画にあ

たっては、飲料水と灌漑用水との将来の水量配分をいかに調整するかに留意し、計画を策定する

必要がある。ただし、施設の概略設計に、家畜用および潅漑施設を含むものではない。 

6) 雨水及び公共水栓からの排水と地すべりへの影響 

ほとんどの地方村落では凍結防止のため公共水栓を開放し、常時流出させているため、雨水排

水や公共水栓から相当量の余剰水が開渠、管渠を問わず自然水路から地中、河川等に排出されて

いる。これら浸透水が地すべりの一因となる可能性が JICA「地すべり災害対策・管理計画調査」

（2004 年 3 月～06 年 2 月）で指摘された。本件調査対象村落のうちこのような可能性を有する箇

所においては、飲料水供給計画の策定において主に公共水栓からの流出水が与えうる地すべりへ

の影響を軽減するような対策を検討するものとする。なお本件調査は、現状から大規模な変更を

伴うような下水道システムの整備計画の策定は行わない。 

7) 速やかな事業化への配慮と工夫 

アルメニア国の地方給水問題はその深刻度から、本格調査終了後の速やかな事業化が必要と考
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えられる。計画の精度は概略設計を想定し、数を限って精緻な計画を立てるよりも、本件調査対

象の各村落それぞれに何が必要かを等しく提示することを優先する。調査工程の検討に際しては、

作業の効率性と精度とのバランスに特に留意すること。 

また、先方の意向及び資金調達の目途の確認や本調査活動の進捗報告など、情報共有を通じ、

早期の事業化に向けて可能な配慮を行うことが望ましい。 

8) 有望な水源の特定 

また、調査の対象となる約 150 コミュニティにおける飲料用として将来とも有望な水源の水量

や水質を全て調査する必要がある。現段階では、水源の数や位置が不明確であるため、Marz 政府

を通して、コミュニティから現存の水源の情報を迅速に収集し、既存水源を早期に特定する必要

がある。 

これは膨大な作業量であり、本格調査の期間内に完了させるには本格調査団の工夫が必要であ

る。例えば、まず第一に、既存水源の有効利用を考えなければならない。これら既存水源の水量・

水質の確認にあたり、特に水量は季節変動が大きいと容易に推測される。理想的には年間を通し

た、正確な数値を求めることが重要ではあるが、本調査の時間的な制約を考えると、地元住民の

経験や、古老の知識を活用することも含め、現実的な手法を用いることが求められる。 

水質に関しては、現在のところ重金属等による慢性的な健康被害は報告されていない。しかし

ながら、既存水源を将来においても利用していく計画であれば、今、その安全性を確認すること

は非常に重要な業務である。一方、細菌による低度の汚染の可能性は否定できず、住民は煮沸等

による殺菌を行っているものと推測される。塩素剤による消毒の導入については住民の衛生意識

と費用負担への意志や維持管理能力を考慮して総合的に判断していくべきであろう。 
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